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七八年憲法下の中国人民司法の「転換期」と「正規化」(中・前)
通　　山　　昭　　治
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　　　　　　　１）いわゆる「７つの法律」の制定（以上、本誌15巻１号）
　　　　　　　２）いわゆる「７つの法律」の施行
　　　　　三　いわゆる「林彪・江青反革命集団裁判」について
　　　　　　　１）いわゆる「林彪・江青反革命集団裁判」の法的諸問題（以上、本号）
　　　　　　　２）いわゆる「林彪・江青反革命集団裁判」の「実相」（以下、次号以降予定）
　　　　　　　３）いわゆる「林彪・江青反革命集団裁判」－特別弁護という視角から
　　　　　四　七八年憲法下の人民司法における「正規化」の再展開
　　　　　五　小結
二　七八年憲法下の人民司法における「正規化」の再起動
２）いわゆる「７つの法律」の施行（承前）
さていよいよ、1980年１月１日より、待望の刑事訴訟法が刑法などとともに
施行されたが（1）、いわゆる「林彪・江青反革命集団裁判」について次節でみる
まえに、前項でみたいわゆる「７つの法律」の制定後の、とくに刑法と刑事訴
訟法の施行後の状況について、キーパーソンの発言などを中心に時系列的に一
瞥しておくことにしたい。
本項では早速それらの施行に向けて出された、「刑法・刑事訴訟法の適切な
実施を断固として保証することにかんする中共中央の指示」（1979年９月９日、
以下「指示」と略称する）（2）の具体的な内容の初歩的な確認からはじめてみよ
う。
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まず「指示」では、刑法・刑事訴訟法「が厳格に執行できるかどうかはわが
国で社会主義的法治を実行するかどうかを推し量る重要な標識であ」るとされ
るが、いわば「社会主義的人治」から決別して、「社会主義的法治」を実行す
るうえでさまざまな障害が存在し、それをいかに克服するかがこの「指示」の
眼目のひとつであった。そして、それがためされる最初の格好の場こそが次節
でみるいわゆる「林彪・江青反革命集団裁判」であった。ともあれここで、い
わゆる「４人組」批判に加えて、それと同時に建国から30年を経過しようとす
るこの段階で、「旧社会が残した封建主義・官僚主義・特権思想・家父長制的
な作風が今にいたるも深刻に存在する」と指摘される（3）ことの意味はきわめて
重い。
つまり、ここに「社会主義的法治」の実行を阻むとされる「旧社会が残した
封建主義・官僚主義・特権思想・家父長制的な作風」にたいするきびしい批判
が垣間見られるが、「旧社会」とは建国前のことにすぎないのか。また、その
「残存」と建国後の急激な社会主義化や共産主義化とはいかなる関係にあるの
か。さらに、「社会主義」の名のもとに残存したこれらの「遺物」ははたして
一掃可能なものなのか。そしてそれらと「法治」はそもそも「結合」可能なの
か。「結合」可能としたら、いかなる条件のもとで両者は「結合」しうるのか。
なお、そもそも「人治」と「法治」は対立するのみなのか。
さらに「指示」によれば、「建国以来」の「長期にわた」る状況を型どおり
こうまとめることができる。すなわち、「われわれの党内に、建国以来社会主
義的適法性を樹立し、そして健全なものにすることにたいして、長期にわたり
重要視せず、法律を否定し、適法性を軽視し、党で政府に代わり、言葉で法に
代わり、法があってもそれによらないことが、非常に多くの同志の身において
すでに習慣となった。法律はあってもなくてもよく、法律は手足を縛り、政策
こそ法律にほかならないと考え、政策があれば、法律などはなくてもよいと
いった考えが党員幹部のなかでかなり流行した」とする（4）が、これこそが「法
治」の対極に位置する「人治」そのものであろう。
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こうした「人治」の「伝統」の「残存」はたんなる法制の不備によるものな
のか。それとも「旧社会」そのものの「残影」やそれを「残存」させたままで
の急激な社会主義化や共産主義化に起因するものなのか。さらにいえば、そも
そも「法律」がまったくないか、あったとしてもそれが機能しないうえに、唯
一のたよりの「政策」そのものが結果的に誤ったものであった場合は、どうな
るのか。そうしたなかでそもそも「人治」が極限化したのが「文革」だったの
ではないのか。いわば「人治」が「すでに習慣とな」り、「かなり流行した」
とされる「党員幹部」らによる法律遵守ははたして可能なのか。あるいはどう
すればそれが可能となるのか。そもそも「社会主義的適法性」とここでいう「社
会主義的法治」との異同はどこにあるのか。それは「人治」の反対語や「適法
性」（法制）の同意語にすぎないのか。
いずれにせよ「指示」はかさねて、ようやく施行される「刑法および刑事訴
訟法は、社会主義的適法性を強化することにたいして、特別に重要な意義があ
る」としたうえで、「中央はここにこの２つの法律の順調な実施の保証ならび
に関係のある問題について、以下のように指示する」とした（5）。
そして、以下の５点が「指示」の実質的な内容である。
まず、１「刑法および刑事訴訟法に厳格に従い事を処理し、刑法、刑事訴訟
法に違反する一切の誤った考えおよびやり方を断固として改め、そして是正す
る」という点では、「各級司法機関」にむけて、「事実を根拠とし、法律を準則
とし、具体的に分析し、正確な量刑を行」うことや「法律のまえではだれもが
平等である」ことがとりわけ強調されたあとに、「党の規律・政府の規律およ
びその他の規律違反の処理問題」がそれぞれ取り上げられている（6）。
なお、法の前の平等などの再「入憲」は、78年憲法では見送られ、82年憲法
の制定をまたねばならないが、次節でみるいわゆる「林彪・江青反革命集団裁
判」はその実践の目玉のひとつに位置づけられる。またここでは、「党の規律・
政府の規律」に加えて、刑法（刑罰の規律）の位置づけが党員や政府要員との
関係で刑法の実効性を考えるうえでも重要となろう。ただし、「刑法、刑事訴
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訟法に違反する一切の誤った考えおよびやり方を断固として改め、そして是正
する」ことは「文革」後の混乱収拾期、しかも「改革・開放」政策の実施の初
期というこの段階ではたして可能なのかがそもそも問われている。
つぎに、２「司法業務にたいする党の指導を強化し、司法機関をして憲法お
よび法律が定める職権を行使させることを適切に保証する」という箇所では、
「中央は各級党委が事件を審査する制度を取り消すことを決定した」とする一
方で、「各級党委は重点的に以下のいくつかの面で司法業務にたいする指導（原
語は「領導」－引用者、以下同じ）を強化すべきである」とされた点がとりわ
け注目される。つまり、ⅰ「司法業務の状況をつねに理解し、研究し、司法機
関の党組織を『指導』（原語も「指導」）して、一定の時期の敵情、社会情勢お
よびその他の関係のある状況を分析させ、業務の重点を確定し、実際の困難を
解決」し、ⅱ「司法機関が党の方針・政策および国家の法律を貫徹執行する状
況を検査・監督して、かれらを助けて経験を総括させ、作風を改良進歩させ、
成績をあげさせ、誤りを正し、違法犯罪行為と断固として闘」い、ⅲ「司法幹
部を真剣に選抜・配備し、司法機関のなかの党員幹部にたいする管理教育を強
化し、かれらの思想、政策および業務水準を不断に高める」こととされてい
る（7）。
ここでは、「司法機関の党組織」にたいする「指導」などを含む「各級党委」
による「司法業務」にたいする「領導」の重点化が党の指導の強化の名のもと
に語られている。そして、「階級闘争論」の一部とも考えられるいわゆる「一
定の時期の敵情」の分析を含むこうしたきわめて広範ないわば「後方支援」（裏
方の役割）に党が徹する点を明確に指摘したところに「指示」のもっとも重要
な意義があると考えられるが、はたして党はこうした「後方支援」に徹しうる
のか。逆にⅰからⅲのそれらはあまりに広範にすぎるのではないのか。たとえ
徹しえたとしても、そこでの「敵情」にたいする分析の正確さをいかにして担
保しうるのか。さらには、一方で前線に直接介入することは本当にもはやなく
なるのか。ひいては「敵」とみなすこと自体が問題ではないのか。人事などを
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含む「党の指導」がそもそも司法機関の独立を侵すことは本当にないのか。ま
た、党委員会の政法委員会や政法小組と法院などの機関党組の存在そのものは
どうなるのか。そのままでよいのか。疑問はつきない。
なお、司法機関が「国家の法律を貫徹執行する状況を検査・監督」すると
いうことは、国家レベルでは法律監督機関としての検察院の位置づけにつな
がっていく論点であろう。復活してまもない検察院はその重責にたえられるの
か（8）。法院もその監督に服するのだが、公安との関係を含め、政法三機関の関
係は「両法」の施行後どうなるのか。やはり相互協力重視なのか、あるいは相
互制約も強調されるのか。
さらに、３「各級司法機構をすみやかに健全なものにし、ひとつの堅強な司
法業務の隊列を建設するように努力する」という点では、78年憲法で復活した
検察院に加えて、「国務院がすでに成立させた司法部」の役割が期待されてい
るが、ここには本稿（上）でふれた葉剣英の発言につながる司法隊列の軍人ば
りの「堅強」さがふたたび要求されている（9）。なお、この点については、のち
に江華がくり返しあつく語ることになるのだが。
とくに、それは上記の２の各級党委による司法業務にたいする指導（いわゆ
る「後方支援」＝裏方の役割）強化や司法行政機関の位置づけなどの問題にも
かかわる重要な論点のひとつであろう。
一方、４「広範に掘り下げて法律を宣伝し、刑法および刑事訴訟法を正式に
実施するための準備を立派に行う」という箇所では、「実事求是の態度をとり、
誤りがあれば、かならず是正するという原則に則りながら、党の政策を真剣に
実施に移し、累積事件をすべて処理し、そして冤罪・でっち上げ・誤判事件を
是正する業務をしっかりとつかむ」とする（10）。
つまりこれも「累積事件」の処理と冤罪等の是正を行うことによる混乱収拾
と名誉回復（ひいては無罪判決の言い渡し）という重要な課題のひとつであろ
う。なおいうまでもなく、「党の政策」の実施や大衆向けの法律宣伝の必要性
がここで強調される。まさしく、次節でみるいわゆる「林彪・江青反革命集団
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裁判」はその格好の場でもあったのだが。
最後に、５「党の各級組織、指導的幹部および全党員は、いずれも先頭に立っ
て法律を遵守することが必要である」という点では、「われわれの党の圧倒的
多数の幹部はよいか比較的よいが、少数の幹部、とりわけある若干の指導的幹
部およびかれらの親族には、特権思想も存在しており、特殊化を行うことを喜
び、はては党の規律と国の法は眼中になく、職権を利用して私腹を肥やし、民
主を制圧し、打撃報復を加え、旧式の官界の腐敗した作風と封建的な役所の劣
悪な慣わしを党内および国家機関内に持ち込み、党の組織を深刻に侵食し、党
と人民大衆の関係を損ない、わが国の社会主義的適法性の尊厳を破壊した」と
する（11）。ここでは、型どおり「少数の幹部、とりわけある若干の指導的幹部」
らの問題として注意深く限定が付されてもいる。
党の模範的役割の発揮に加えて、まさにいわば「反面教師」である「職権を
利用して私腹を肥やし」、「旧式の官界の腐敗した作風と封建的な役所の劣悪な
慣わし」は当時一部で喧伝されたように、「文革」期や林彪・「４人組」らの専
売特許かが問題であろう。「文革」はそもそもそうしたものの打破を目指した
ものだったのではないのか。もしそうであるならば、なぜその結末がこうなっ
たのか。また、だれがいつどこにそれらをもちこんだのか。「かれらの親族」
はなぜ「虎の威」を借りることができたのか。社会の治安問題とともに、経済
犯罪にたいする的確な対応が改革・開放の初期の当時において求められるゆえ
んもここにある。
言い換えれば、はたして「1966年以前の正常な秩序」（12）においてはそれらと
まったく無縁であったのか。また、こうした「人治」の根源はどこにあるのか。
そもそも「人治」は「文革」特有の出来事なのか。あるいは少なくとも「大躍
進」以来のことなのか。今日からみていわゆる「社会主義的改造」そのものに
無理があったのか。
以上が「指示」の具体的な内容の初歩的な紹介である。
　さて、ついでここでもキーパーソンのひとりである彭真の当時における３つ
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の講話にふれておこう。
まず、①彭真の「４つの現代化を実現するにはかならずひとつの生気はつら
つとし、安定団結した政治局面が必要である」（1979年10月13日）という一文
は「法制宣伝教育班第１期修業式における講話」であるが、年が変わった刑法・
刑事訴訟法の施行後の②同「広東省および広州市公安・検察・法院総括報告会
における講話要点」（1980年２月１日）によれば、さきの「指示」のもっとも
重要な論点について、こう問題を切り出している。つまり、「５　党の指導」で、
「党委の指導は法院が独立して裁判し、検察院が独立して職権を行使するのに
影響を与えうるか」については、「影響」を与え「えない」とし、「ひとつひと
つの具体的な事件は、ある若干の特殊な場合に党委が口を出す必要がある以外
は、依然として検察院、法院によって独立して処理される」とする（13）。つまり、
それらの独立に影響を与えないかどうかはともかく、すでにそれには「若干の
特殊な」例外が想定されているわけである。なお、公安機関や軍隊との関係は
どうか。
「４つの現代化」の実現に加えて、ここでいう党委の指導と法院の独立の問
題がふたたび提起されている。いうまでもなく、次節でみるいわゆる「林彪・
江青反革命集団裁判」は、その例外のひとつである「ある若干の特殊な場合に」
該当するわけだが、はたしてそれは「若干」の場合に予定どおり限定されうる
のかがそもそも問題であろう。しかしながら、そうした限定がなされうるとい
う見方自体はいささか「楽観的」ではないのか。あるいはその後の社会の治安
状況の厳しさ等がそれを許さなかったというべきか。また、「文革」期にピー
クを迎えた政法機関と軍隊などとの関係は次節でみるいわゆる「林彪・江青反
革命集団裁判」によってすべて清算されたのか。
　いずれにせよさらに、③彭真の「調査研究をくり広げ、実際の情況に応じて
事を処理しよう」（1980年４月26日）という一文では、政法三機関である「公
安・検察・法院」による協力の問題について、つぎのような指摘がなされてい
る。すなわち、「５　公安・検察・法院が協力して事件を処理することは、正
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しくないか。協力して事件を処理することで、なにか問題が生じたか」につい
て、こう述べている点は重要である。つまり、「現在ある者は、協力して事件
を処理することに反対して、問題が生じる可能性があるという。『両案』（いわ
ゆる「林彪・江青反革命集団裁判」のこと－引用者）を裁判するにあたり、書
記処・軍隊および公安・検察・法院の三機関がいずれも参加したら、立派に処
理できるが、しかし、ある者はこのようにやることは司法の独立に干渉するこ
とであるという」。そこでは、「公安」機関や「書記処」はもとより「軍隊」の
参加や関与も含め、こうした問題はかさねて調査研究が必要であるとされてい
る（14）。
というのも「文革」後の党と軍の関係、さらには軍と政法機関との関係といっ
た問題がこの時期においてはいまだにとりわけ重要であるからだが、それはい
わば「林彪反革命集団」や「空軍」グループを裁くがゆえの「軍隊」の参加に
とどまったのか。他の事案では、「文革」中とは異なり、党の指導の強化以降は、
いなその前提として、すでに一切「軍隊」の出番はなくなったのかがここで問
題となる。ここには建国初期の国民経済復興期における司法の状況にある意味
で類似した状況をみて取れないか。つまり、新政権成立にともなう軍事管制や
人民政府の一部としての法院の問題である。政法三機関の相互協力に一方的に
反対することや「両案」におけるさきのいわば総動員態勢の構築を司法の独立
への干渉とみること自体がここではそもそも注意深く排除されていた点は重要
である。したがって、少なくともこの改革・開放初期の段階までは、安易にい
わゆる「近代法」の原理等の高みから中国の人民司法の営みそのものを外在的
に否定することには、やはり禁欲的でなければならず、まずさしあたりはいわ
ば「内在的理解」に徹することが肝要と考える。
いずれにせよかつて「五四年憲法下の中国人民司法」の「正規化」が目指さ
れたが、その挫折ののち、今回はつぎの「八二年憲法下の中国人民司法」の再
「正規化」が本格的に目指されることになる。そして、この七八年憲法下の時
期はそれへの過渡的な時期であり、前者の「正規化」（の挫折）を後者の再「正
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規化」が質と量の両面でのりこえられるかがここで問われているといえよう。
以上が彭真の講話の主な内容である。
　一方これらの点にも密接に関連して、ここではもうひとりのキーパーソンで
ある江華の当時における一連の発言の時系列的な紹介もまた必要であろう。
はじめに刑法・刑事訴訟法施行前の時点ではあるが、①江華の「全国都市治
安会議における発言」（1979年11月26日）では、そうした軍との関係について、
以下のような言及がなされている。すなわちまず「文革」期を彷彿とさせるか
のように、「われわれの政法機関には、さらに軍隊がある」としたうえで、「中
央の指導があって、人民の支持があって、また公安・検察・法院と軍隊との統
一行動があれば、われわれは今回の都市の社会治安の整頓に自信があるのだ。
これは客観的条件である。主観的には、われわれは認識を統一することが必要
である」とする（15）。
ここで、いまだに「政法機関」とも部分的に混同されうる「軍隊」との「統
一行動」に言及している点はとりわけ重要であろう。これは江華の軍へのたん
なるリップサービスではあるまい。また、人民解放軍のひそみに倣っていえば、
いわば「人民に養われている司法」（すなわち「人民司法」）とでもいえるこれ
らの機関にかんして、客観的な条件としての軍による裁判や治安維持への介入
や参加の有無の問題のほか、さらに「文革」期における民兵の突出という問題
も重要である。しかもここでは、「客観的条件」のほかに、主観的な認識の統
一という「主観的条件」も加えられている。
そして、②江華の「目標を集中して現行刑事犯に打撃を加えよ」（1979年12
月10日）という一文では、過去との決別をも意識しつつも、いわゆる「現行刑
事犯」へ集中的に打撃を与えることがつぎのように強調される。いわく、中共
「中央が最近ひとつの通知を発し」たとして、そこで「現行犯」と「『文化大革命』
期の紅衛兵およびその他の大衆の殴打・破壊・強奪事件または武闘における殺
人傷害事件とを混同していっしょにしてはなら」ないとし、「『文化大革命』に
おいて残された殴打・破壊・強奪事件」については「べつに妥当な処理を行う」
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べきであるとする。なお、「『文化大革命』初期の紅衛兵が『四旧』を打破」し
ての「殴打・破壊・強奪」と「その後の『文化大革命』末期の殴打・破壊・強
奪とは異な」るとして、「『文化大革命』における一派のリーダー」などの前者
については、「当時の歴史的状況を見届けることが必要であり、林彪・『４人組』
が粉砕された以降のかれの態度はどうかをみる必要があ」るとする（「かれは
当時まだ中学・高校生であった」と）。要するに、「『文化大革命』が残したこ
れらの事件を処理するにあたっては、死刑は総じて少なくすることが必要であ
り、拘置も少なくする必要があ」り、「被告人の態度をみる必要があり、かれ
が悔い改めているかどうか、改悛がどのようか、どうして改めないのかをみて、
区別して対処することが必要である」と（16）。
名誉回復や無罪判決の言い渡しはべつにして、中共中央の通知にもとづき、
死刑や拘置などの事件処理にあたっては、重すぎる過去の清算には一定の寛容
さをみせると同時に、それよりもここではいわば「現行刑事犯」の厳罰へのシ
フトがはやくも強調されている点が重要であろう。いわば「文革」による混乱
の収拾とそれにも制約されたいわば改革・開放初期における社会の治安の悪化
や経済犯罪の増加といった「新しい」問題にたいして、複合的に対処すること
が当時の法院に求められていたのが、この過渡的な時期の特徴のひとつであっ
た。
さらに、③江華の「新しい情勢に適応し、学習を強化することが必要である」
（1979年12月22日）という一文によれば、当時の「階級闘争論」が語られている。
すなわち、まず「わが国では、搾取階級はすでに消滅した」が、「階級闘争は
一定の範囲内でまだ終結していない」と型どおり規定したうえで、「まだ反革
命分子、刑事犯罪者、堕落変質者が存在し、まだ林彪・『４人組』反革命集団
の残党が存在する」点をそれぞれあげている（17）。
これは、当時以降における階級闘争にたいする基本的な認識でもあるが、そ
れらの「残党」なるものの存在が意識されるところに、次節でみるいわゆる「林
彪・江青反革命集団裁判」をいそぐ理由のひとつもそこにある。
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そして、「林彪、『４人組』が横行したとき、敵味方の矛盾の処理の方法を用
いて、人民内部の紛争を解決するという問題が、きわめて深刻な結果をもたら
した」し、「普通の犯罪者をいずれも反革命とみなし」たりして、「敵を拡大し
てしまった」という（18）。
なお、これはいわゆる「階級闘争拡大化の誤り」であり、「普通の犯罪者」
のなかにも冤罪・でっち上げ・誤判事件の被害者が含まれている可能性もあろ
う。それはいわば「普通の犯罪」の「反革命罪」化である。つまり、「犯罪闘争」
や「階級闘争」そのものはたしかに存在し、必要とされているわけであり、そ
こでの誤りは、「敵味方の矛盾」の存在そのものではなく、それらの「拡大化」
にだけ求められるわけである。
またいわく、1980「年の『両法』（刑法・刑事訴訟法－引用者）の実施後、
われわれにたいする要求はさらに高くなり、任務はさらに重くなる。現在から
みて、少なからぬ地方では、『両法』の実施のために、まだ充分な準備を立派
に行っていない。ひとつには、幹部の隊列の配転が立派に行われておらず、幹
部にたいしてはわれわれが厳格な選抜を行うことが必要である。病気で業務を
堅持できない者は不要であり、非常に高齢な者は不要であり、文化水準が非常
に低い者は不要であり、条件を下げてはならない。ふたつには、必要な物質的
条件がまだ備えておらず、裁判法廷がないなど」とする（19）。
　ここでは、「病気で業務を堅持できない者」や「非常に高齢な者」、さらには
学歴不足の者、つまり一般的に「文化水準が非常に低い者」などを「不要」と
してふるいに掛けたのち、選抜から除外するといったつよい意思がうかがえ
る。これらはさきの「指示」にも示されていたような「法治」の要求に対応し
た司法「幹部の隊列」の専門化への布石であろう。ただし、一気にその実現を
はかることにはそもそも無理があったが、さしあたり「適材適所」がやはり重
要であろう。
ちなみに、時期的には少し前後するが、刑事訴訟法の施行をまえに、「刑法・
刑事訴訟法の執行におけるいくつかの問題にかんする最高人民法院・最高人民
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検察院・公安部の連合通知」（1979年12月17日）では、「刑法・刑事訴訟法の
実施を迎えるために、学習と業務において各地で提起された若干の具体的な問
題について、われわれの共同研究をへて」、５点にわたる「通知」をそれぞれ
具体的に行っている（20）。
さらに「両法」が施行される1980年に入ってふたたび、江華の一連の精力的
な講話は執拗につづく。ここでも、時系列的に紹介しておこう。
まず、④江華の「法により重きに従い速やかに従うという精神を正しく理解
し、そして執行しよう」（1980年３月８日・11日）という論稿によれば、ここ
で魏京生の名がみられるほか（21）、すでに「第１の問題」として、「法により重
きに従い速やかに従い、社会の治安に重大な危害を与える現行の刑事犯罪者を
懲罰することにかんする問題」が語られている。そこでは、1979「年の全国
都市治安会議以後、各級人民法院は党委の指導のもと、公安・検察機関と密接
に協力して、非常に多くの業務を行い、一群の社会の治安に重大な危害を与え
る現行の刑事犯罪者を法により懲罰した」という（22）。つまりそれは政法三機
関の協力の問題に加えて、はやくも「重く速やかに」の問題でもある。
また、「第２の問題」として、「劉少奇同志の冤罪事件は、中国共産党の歴史
上最大の冤罪事件である」とされるが、それへの連座の問題も含め、それらの
名誉回復が急務となる（23）。
ちなみに、厳家祺・高皋の『十年史』（上）によれば、劉少奇の有名な反論
はつぎのようなものであった。すなわち、「私は国家主席の尊厳を守る」とい
う箇所で、こう述べられている。つまり、「1967年８月５日」に、「中南海にあ
る劉少奇、鄧小平、陶鋳らの家でもそれぞれ『劉鄧陶糾弾大会』が開かれ」た
が、そこで「劉少奇は激昂し、直ちに機密秘書を呼び付けると中華人民共和国
憲法を手に抗議し」、「私は中華人民共和国の主席だ。君ら私個人に対してどう
いう態度をとるかは重要なことではない。しかし、私は国家主席の尊厳を守ら
なければならない。君らの行動は自分の国を侮辱するものだ。」「いかなる公民
も人身の権利を犯されることはないと憲法で保障しているではないか。憲法を
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破壊する者は法によって厳格な裁きを受けるべきだ」と（24）。これらはよく知
られた一シーンである。
次節でみるいわゆる「林彪・江青反革命集団裁判」はまさにこうした当時の
「憲法を破壊する者」を「犯罪」としてそれに「法によって厳格な裁きを」加
えることになるのだが。
　そのほか、江華によれば、「第３の問題　刑法・刑事訴訟法を貫徹執行する
という問題」ではかさねて、「事件処理要員が不足し、裁判法廷がないなどの
実際上の困難により、法により公開して裁判すべき事件の多くが、公開して裁
判されていない。この種の状況はかならず一歩一歩変えなければならない。あ
る地方では、『公判大会』の招集開催で公開裁判に代えているが、これはよく
ない」と（25）。
これは法院の人的・物的建設の問題であるが、「公判大会」批判の問題その
ものでもある。それは次節でみる彭真の発言などとも共鳴している。
　また、「第４の問題、法院幹部隊列建設を強化するという問題」では、1979
「年に全国各級人民法院への配転が確定されたのが４万８千人であったが、年
末までに実際に配転されたのは２万９千人近くであり、なお１万９千人の差が
あった」という（26）。つまりこうした担い手の問題はとりもなおさず法院の力
量と質の問題でもある。
　なお、⑤江華の「中央テレビ局の記者の質問に答える」（1980年３月21日）
という一文では、さきの「現行犯にたいする集中的な打撃」の問題にもふたた
びかかわって、こう述べている。すなわち、「当面の青少年の犯罪の根本的な
原因は、林彪・『４人組』が横行した10年で、青少年にたいする害毒は非常に
深刻になり、深刻な結果をもたらしたがゆえであ」り、「したがって、違法犯
罪の青少年自身も、林彪・『４人組』が流した毒の被害者である」とされてい
る（27）。ここでも、いわば「青少年＝文革の被害者」論がみられる。
さらに当時の貧弱な「人民法院の人的・物的力量」にかかわって、かさねて
いうには、「目下、少なからぬ人民法院で事件処理要員が不足し、裁判法廷・
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囚人護送車などがない」ので、「法により公開裁判を実施するにはまだ若干の
実際上の困難がある」とする（28）。といって、かつて慣れ親しんだ「公判大会」
をやればよいというものでもあるまい。
　他方、⑥江華の「『文化大革命』が残した欧打・破壊・略奪事件を慎重に処
理せよ」（1980年５月23日）という一文において、深刻な過去の問題について、
つぎのような限定を付した点はきわめて示唆的である。つまり、胡「耀邦同志
の意見書簡」によれば、「『文化大革命』が残した殴打・破壊・強奪事件につい
て、刑事責任を追及する必要があるのは、ただ」ⅰ「凶悪な殺人を行った刑事
犯罪者、階級的な報復を行った地主・富農・反革命分子・不良分子」、ⅱ「恨
みを抱いて報復を行って、結果が重大で処理しないと民憤を押さえきれない
者」、ⅲ「一貫して打撃・破壊・強奪を行い、情状が悪劣で、いくら諭しても
改めない者」の三者「にのみ限られる」とし、「大衆的な政治運動のなかで殺
人傷害を行った場合は、凶悪な殺人を行った刑事犯罪者のなかに入れるべきで
はない」と（29）。
ここでは、「大衆的な政治運動」における「殺人殺害」にたいする一定の免
罪の意図や寛容さが「民憤」にも配慮しつつ垣間見られる。
また、⑦江華の「司法業務を立派に行うように努力し、４つの現代化建設の
促進派になろう」（1980年６月２日）という論稿によれば、まず「第１　殺人・
放火・強奪・強姦およびその他の社会秩序に重大な危害を加える現行犯を法に
より厳重に懲罰し、都市の社会治安を引き続き立派に整頓する問題」にふれて
いるが、ここでは、「『４人組』の残党がまだ存在し、派閥を作る者もまだ存在
し、とりわけある若干の指導的中核のなかにまだ派閥に拘る者がいる」が、「政
法部門では、派閥の存在を許さない」とする（30）。
「４つの現代化」を掲げてまもない改革・開放初期の当時はいまだにいわゆ
る「『４人組』の残党」や「派閥」の存在が指摘され、その克服がまず「政法部門」
において目指されているが、「都市の社会治安」の悪化ははたしてそれらの徹
底的な清算を許すのか。さきの複合的な対応が必要なゆえんもここにある。
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なおここでも、「『文化大革命』における殺人傷害に参加した者について、区
別しないで懲罰を加えるのはよくない」とし、「大衆的な歴史的悲劇的事件に
ついては、つかまえる者は少なければ少ないほどよい」（31）とし、ここでも一定
の寛容さを示している。
すなわち、一面で「『文化大革命』における大群の大衆、とりわけ青少年に
ついては、林彪・『４人組』に付き従って罪を犯したもので、歴史的で全面的
な分析を欠く」とされ、他方で「被害者家族または世論からの圧力をわれわれ
の若干の同志は支えきれない」のであり、この「２つの原因」にたいする理解
が肝要とする（32）。
ここでは、「被害者家族」や「世論」の圧力も意識されている点は重要であ
ろう。その意味でも、次節でみるいわゆる「林彪・江青反革命集団裁判」の実
施がぜひとも必要だったのであるが、それにたいする「歴史的で全面的な分析」
そのものがきわめて困難をともなうのである。
たとえば、『十年史』（上）によれば、「文革」期における公安機関のつぎの
ような対応自体がきびしく糾弾されている。すなわち、「66年８月下旬、公安
部長」謝「富治が北京市公安局拡大会議で、『国家のものであろうと公安機関
のものであろうと、従来の規定というものに束縛されてはならない』、『人々が
誰かを殴り殺すことに賛成はしない。だが人々が悪人を心底恨んでいるなら、
われわれは制止しきれないから、無理やり止めることはない』、『警察は紅衛
兵の側に立ち、彼らと連携し、友誼を打ち立て、彼らに情報を提供し、五類分
子の情報を教えてやらなければならない』と述べた。上から下への組織的かつ
綿密な手配を経て、公然と憲法を踏みにじる紅衛兵の行動、つまり北京を皮切
りにたちまち全国に巻き起こった殴打、家捜しなど人民の生命と財産を損なう
運動が、始まった。そしてその影響は、史上まれにみる広がりをみせた」とい
う（33）。
「われわれは制止しきれないから、無理やり止めることはない」とした責任
放棄や放任主義の存在にかかわって、積極的な情報提供を含むここでの公安機
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関等の責任も忘れてはなるまいが、残念ながら謝富治も、林彪などとともに、
その死亡により起訴を免がれている。
また江華によれば、「第２　冤罪・でっち上げ・誤判事件を再審査し是正す
る問題」で、「最高人民法院は『事件覆し院』であ」るなどといわれたり、「あ
る地方党委の責任者はあろうことか中級法院が被告人を無罪に改判した判決書
を引き裂き無効を宣布した」などといった事実が型どおり列挙されている（34）。
一方、ある「県の公安局長・法院院長・検察長が冤罪・でっち上げ・誤判事
件にたいしても排斥と反対の態度をとったが、いずれも職務を免じられた」と
いう（35）。これはいわゆる「抵抗勢力」の存在とそれにたいする処置の問題で
あろう。
名誉回復、正確には無罪判決の宣告等にたいする「抵抗」も少なからず存在
したのも事実であろうが、地方党委や政法三機関のなかの「抵抗勢力」にたい
する締め付けも徐々につよまっていくのである。しかし、それははたしてこの
きわめて過渡的な時期に徹底しうるのか。
なお、「第３　司法幹部隊列建設の問題」では、「裁判業務を『文化大革命』
のなかの専案処理と変わらないというのは、さらに誤りである」とされてい
る（36）。これはかさねての「公判大会」批判とともに、「文革」期に多用された
いわゆる「専案処理」からの決別宣言でもある。
ちなみに、さきの「１万９千人」の法院幹部の不足といった指摘に加えて、
こう述べている。すなわち、「現在、法官、弁護士、検察官、専門の警察を含
むわれわれの司法業務を担当できる幹部は、最低で100万人不足している。私
個人の考えでは、100万人増やすのは、１年や２年で達成できることではなく、
10年の内に解決できてもすばらしいことであ」り、「解放以来、法律を学ぶ者
は非常に少なかったが、30年で２万人に達しないうえ、多くの者は転業してし
まい、司法業務を行わなくなった」と（37）。
さらにここでも、「公開裁判を実施するのにかならず具備しなければなら
ない裁判法廷等の物質条件について、党政指導部に適切な解決を請う」とす
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る（38）。これらも法院の人的・物的力量の不足である。
そして、⑧江華の「人民法院は法により独立して裁判を行う問題について」
（1980年８月４日）という一文によれば、「少なからぬ地方で、まだ異なる事件
の被告人をいっしょに集めてひとりで判決を言い渡すあの種の『公判大会』を
行うが、きみは合法とみるか。合法でない」としている（39）。これも次節でみ
る彭真の発言などとともに「公判大会」にたいするかさねがさねの批判的な主
張であり、「合法でない」と言い切った。
さらに、⑨江華の「司法業務を改革し、社会主義経済建設のためによりよく
奉仕せよ」（1980年８月16日）という一文では、「ひとつの『人民裁判員条例』
を起草する」点にふれている（40）。これはのちの法官法へとつながるものであ
ろう。
最後に、⑩江華「第５期全国人民代表大会第３回会議にたいして行った最高
人民法院活動報告」（1980年９月２日）によれば、冤罪・でっち上げ・誤判事
件について、以下のようにまとめられている。すなわち、「『文化革命』期間に
おいて全国では、合計120余万件の刑事事件が判示され、今年の６月末までに、
各級人民法院はすでに113万件あまり（そのうち、反革命事件27万件あまり、
普通の刑事事件86万件あまり）を再審査した。そのなかで25万１千件あまりの
冤罪・でっち上げ・誤判事件を改判是正し、26万７千人あまり（そのうち、反
革命事件17万５千件あまり、18万４千人あまり、普通の刑事事件７万６千件あ
まり、８万２千人あまり）に及んだ。反革命事件のなかでの冤罪・誤判の比率
は、約64％を占め、ある若干の地区では、70％または80％に達した。普通の刑
事事件のなかでの冤罪・誤判の比率は、約９％を占めた」という（41）。
ここでの数字や比率は、５期人大２回会議のそれ（42）とくらべ、やや詳しい
ものになっている点には注意を要しようが、ここでも「文革」の混乱収拾がた
だならぬものであることが垣間見られる。
以上が当時における精力的な江華の一連の講話などの内容の紹介である。
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補論３－中国刑事裁判の傍聴記録と中国法研究の再出発
さて、前稿（43）に引き続き、日本の弁護士の訪中記などをここでも取り上げ
ておこう。
まずはじめに、①原後山治の「中国の刑事裁判を傍聴して」という一文によ
れば、時期的に少しさかのぼった1978年「の10月７日から20日まで、３回目の」
訪中を行ったのを受けて、当時の「裁判の模様」が以下のように報告されてい
る（44）。
それによると、同年10月10日、今回も窃盗事件「の法廷が」、北京市の西城
「区革命委と共同で使用している」講堂であった（45）。なお、いまだ革命委員会
が残っている。
また、「文革」末期の「74年の裁判と比較し」て、「74年の時は両方の」人民
参審員「は病院に勤務する人だった」が、78年10月の今回は、人民参「審員と
して人民代表大会から選ばれた人だという説明で」あった。一方、「左側には
検察官がい」て、「右側には弁護人」（兼業弁護士）がいた（46）。つまり、兼業
弁護士の参加のほか、復活したばかりの検察員の登場である。
原後によれば、「中国では予審を非常にていねいにして、ほとんど予審で罪
状をはっきりさせておいてそれをそのま」ま「裁判所へもってくるので、一種
の確認的な意味でやる」という（47）。なお、こうした指摘は、次節の田中信行
の発言とも呼応したものであろう。
さらに、今回も、「休廷中に、裁判長と」参「審員は壇上から降りてきて、“傍
聴の皆さん、正しい事件の処理のために休廷を利用して皆さんの意見を聞きた
い” と言」ったとする。そして、「若い男がすわったままで自分の意見を言い」、
「求刑を」し、「懲役２年」とした。原後ら「はあとで予測して、懲役１年位だ」
と考えたが、「やはり判決は１年だった」という。なお、「執行猶予１年」つき
であった（48）。
ここでは、「休廷中」とはいえ、傍聴人による意見表明や求刑がまだ行われ
ているが、量刑は原後らの予想どおり１年で、しかも、「被告人のおじ（母の
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弟）」の意見にある「管制」にも配慮した形で、執行猶予１年がついたとする（49）。
他方で、②小林直人の「上海市法曹との懇談の想い出－中国訪問から帰って
－」という一文では、1979「年３月30日から４月11日まで」の訪中を受けて、
ふたたび「李海慶」裁「判員の発言」がくわしく紹介されている（50）。
なお、かれについては、前稿（下）でも紹介されている（51）。
今回の李の発言では、「プロレタリア文化大革命の間に、４人組の破壊で」（逮
捕・拘留）「条例も否定され」、「民兵とか、いわゆる専門の審査委員会で勝手
に逮捕し、自由を奪」い、「多くの人に冤罪をかけ」たという部分と「1968年
林彪のときに、公安局、検察院、人民法院を一体化させ」、「３つの機関の互い
に制約し合うというこの機能を破棄」したという部分がとくに注目される（52）。
つまり、いわゆる「公安・検察・法院をたたきつぶせ」が実施された。ここに、
李という人物の連続性とその発言にみられる時代の明確な変化へのメッセージ
が垣間見られよう。
ところで、③いわゆる「７つの法律」の制定後の1979「年９月３日に北京
の中級人民法院で、民事裁判を見」ての＜対談＞原後山治・針生誠吉「ある離
婚裁判にみる中国の近代化と新法制」（53）がとりわけ注目される。
早速それによると、さきの原後の説明とくらべても、かつての人民裁判的状
況からの脱却への道は次節でみるいわゆる「林彪・江青反革命集団裁判」以前
にすでにはじまりつつあった。
まず、1「姿を消したイデオロギー的なお説教」では、針生が「最近では、
イデオロギー万能で当事者を教育するとかいうことはやめて、事実関係だけを
正確に押さえて、裁判官が判断するという態度が、この裁判のなかでもはっき
り出てい」て、「お説教は一つもなかった」とする（54）。
また、2「吊るし上げ、私刑、誤判招いた大衆路線」で、ふたたび針生は、「そ
の段階になると、現地裁判、大衆路線というのがちょっと行き過ぎた形で出て
くるわけで、もうそのころには正規の裁判所で裁判することをあまりやらなく
なる。裁判官が職場に出かけていって、だれでも自由に加わる。それが悪い場
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合には大衆裁判、そして吊るし上げ裁判になる場合もあったわけで、裁判官は
アドバイスする制度にとどまった。離婚事件だからその程度にとどまったのだ
けれども、刑事事件だと、吊るし上げ、リンチ、誤判」。「大衆がやるわけだか
ら、誤判率が高くなる」という（55）。「ちょっと」かどうかはさておき、まさし
くこれはいわゆる「人民裁判」批判の登場であろう。
さらに、3「大衆教育の道具として使われた裁判」では、まず、原後がかつ
てみた「74年の12月」の刑事裁判は、「文革といっても終息期で」あったとし
たのを受けて、針生は、「おそらく文革の吊るし上げに対する反省がそろそろ
出てきて、正規の裁判路線に戻ろうという時期」だ「けれどもまだ、病院に出
かけて大衆の前でやる。あのころは公判大会がまださかんに行われていた時代
で」、「判決を大衆に見せる裁判で」あり、「単なる手続き的な当事者の権利義
務の関係を確定するとか、犯罪構成要件を確定するというものではない。大衆
教育の道具だった」とする（56）。そもそもこうした「大衆教育の道具」として
の人民司法の限界とはなにかが問われよう。
なお、「今回」の時点においても、「公判大会」が用いられる要因には、裁
判法廷がないなどといった物質的なハード面の量的な最低条件の未整備に加え
て、裁判要員などの司法隊列の量と質の両面の未整備も含まれるのであるが。
さて一方、④浅井敦も当時の論考のなかでこう述べている。すなわち「第一
部　中国刑事法の特色と問題点」の「二　中華人民共和国刑事訴訟法」によれ
ば、以下のとおりである。つまり「法の教育的任務は、刑事訴訟法の本来的目
的である刑法の的確・迅速な実現を前提とし、かつそれを通してのみ遂行せら
れるもので」あって「はじめて、見せしめ的な裁判、あるいは裁判の政策宣伝
のための単なる手段化、の弊害を避けることができる」と（57）。ここでも「見
せしめ的な裁判」・「裁判の政策宣伝のための単なる手段化」（道具化）の「弊害」
が語られはじめている。
「文革」期におけるいわゆる「人民裁判」にたいする批判の問題はさておき、
浅井によれば、79年法では、「手続的観点からいえば、裁判に先行して、公安、
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検察、法院三機関による周到な三段階の準備手続（広義）が設定されてい」て、
それらの役割分担は具体的にはこうなる。すなわち1「第一段階は公安機関に
よる準備手続で、本法は、これのみを予審（第３条１項）と呼んでいる。つま
り、公安機関内部に刑事捜査部門と予審部門とがあり、前者による捜査結果を
さらに確かなものとするため後者がおこなう審査手続を予審と名付けている。」
2「第二段階は人民検察院による準備手続で、本法はこれを起訴決定審査（第
95条）と呼んでいる。つまり、捜査を終えた事件を公訴に付すべきか否かにつ
いて人民検察院が審査決定する手続であり、このために本法は、第一審事件の
裁判と同じ一ヵ月（さらに半月延長可）という審査期間を保証している。」3「第
三段階は人民法院による準備手続で、本法第108条が定めているものである」
としたうえで、「私見によれば、これは実質上の裁判官予審制を定めたもので
あ」るとする。ついで裁判「段階における人民法院の手続は、公訴事件と自訴
事件とで若干異なるが、公訴事件に関していえば、公判手続と準備手続とに大
別することができ」、「準備手続は、公訴事件を開廷して審理すべきか否か、つ
まり事件を公判に付すべきか否かを決定する手続（第108条）と、公判に付す
べきことが決定された後、公判開始のためにする準備手続（第110条）とにわ
けられる」。「これらのうち、とくに検討せられるべきは前者である」という（58）。
なお、この点も、次節でみる田中信行の指摘と呼応する部分がみられる。
それはともかく、「本法第108条の規定によれば、人民法院は人民検察院が起
訴した事件について、まずこれを審査しなければなら」ず、その「審査の目的
は、事件を公判に付すべきか否かを決定するため必要な事項を取調べることに
あ」り、「その取調べにおいて、人民法院は必要と認めたときは、検証、検査、
捜索、押収および鑑定をおこなうことができる（第109条）。取調べを必要とす
る主要な事項は、犯罪事実がはっきりしているか否か、証拠が充分であるか否
か、被告人は刑事責任が免除せられるべき場合にあたらないか否か、および付
帯民事訴訟の有無などである」と浅井はいう（59）。
さらに浅井がいうには、「右の審査にあたらせるために、人民法院は裁判要
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員を指名して、事件の一件書類全部を閲覧し審査するだけでなく、事件の発生
地、当事者および証人の勤務地または居住地に出かけて調査をおこなうか、現
地の人民法院に調査を依頼することができ」、「また、人民法院は、右の審査の
ため、被告人を取調べ、証人を尋問することができ」、「さらに、公訴を提起し
た検察要員に事案の内容についての説明を求めることができる」とする（60）。
そして浅井によれば、「審査の結果は、つぎの三通りになる。」すなわち1「犯
罪事実が明確で証拠が充分なものについては開廷して審理することを決定す
る」か、2「主要な犯罪事実が不明確で証拠が不充分なものについては人民検
察院に差し戻して補充捜査をさせる」か、3「刑罰を科す必要のないものにつ
いては人民検察院に起訴取消を要求する」という。なお、「結論的にいって、
人民法院による右の準備手続は、その実質において、実は裁判官予審そのもの
と言うべきであるまいか」と（61）。
以上が浅井の緻密な議論である。つまりそれは「人民法院における準備手続
＝実質的な裁判官予審」説であるが、はたしてそうか。公安機関による正規の
「予審」の重要性に比して、それはいかなる意味や位置づけをもつものなのか。
政法三機関における相互関係は、協力が主か、それとも制約が主なのか。やは
り、協力が主か。さらには党委や党組の役割はどうか。いずれにせよ、「両法」
の施行にともなう問題点や障害の存在にはとりわけ注意を要しよう。
さて、つぎにいよいよいわゆる「林彪・江青反革命集団裁判」についてみる
ことにしよう。
三　いわゆる「林彪・江青反革命集団裁判」について
１）　いわゆる「林彪・江青反革命集団裁判」の法的諸問題
本項では、この裁判の法的諸問題について概観するが、そのまえにいわゆる
「文革」の被害なるものについて一瞥したい。
たとえば、①中共中央文献研究室の『建国以来の党の若干の歴史問題にかん
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する決議注釈本（修訂）』によれば、「林彪、江青のふたつの反革命集団の『起
訴状』が列挙する」名簿の統計により、つぎのような数字が提示されている。
すなわち「党および国家の指導者が誣告により陥れられたのは、38名であり、
その他の中央の党政軍の指導的幹部、民主党派の責任者、各界の知名人が誣告
により陥れられたのは、382名であり、残酷な迫害を受けた幹部および大衆は、
70余万人であり、迫害を受け死にいたったのは、３万４千余名であった。全般
的な見積もりでは、大量の冤罪・でっち上げ・誤判事件で誣告により陥れられ、
迫害され、そして連座させられたのは、１億人以上に達する」という（62）。
「１億人以上に達する」とはすさまじいというほかないが、一方、②『紅旗』
の「歴史の審判　人民の勝利」という当時の社説によれば、よりくわしいつぎ
のような数字があげられている。つまり、「かれらによって直接誣告により陥
れられ、迫害された党政軍の指導的幹部は、425名であり、迫害を受けたのは、
72万７千余名であり、迫害により死にいたったのは、34274名であった」とさ
れる（63）。
上記のような被害をもたらした「文革」を裁くとして、いわゆる「林彪・江
青反革命集団裁判」が林彪などを死亡により被告人として欠くなかで開かれた
が、「江青反革命集団裁判」はさておき、とりわけいわゆる「林彪反革命集団
裁判」についてはかなり遅ればせながら、ようやく1980年に入って開かれたの
であった。つまり国家機関、とくに政法三機関による正式の関与がここに始ま
ることになる。
ついで、次項でその裁判の「実相」にせまるまえに、さしあたり、③原後山
治・田中信行の「四人組裁判の法律的諸問題－政治と法治の相克をめぐって」
という対談により、ここでの法的諸問題の輪郭をクリアーにしておこう。早速
そこで、はじめに当時の原後の指摘によれば、「法治裁判主義」（中国の公式見
解など）か、それとも「一種の茶番劇」「政治ショー」「政治的勝者による敗者
に対する勝利宣言」、「政治主義」、「政治そのもの」（外国における観測など）「か
の２つの見解の対立がある」とする（64）。
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つまり、「正義の審判」か「勝者の裁き」かの対立である。この難問にかん
する考察は、「歴史の審判」などといった側面にも留意しながら、次項以降の
重要な課題のひとつとしてなされることになろう。
それはさておき法的論点としては、おおむね以下の諸論点が当時すでにあげ
られている。ごく簡単に紹介しておこう。
まず、「１．特別法廷は憲法違反か？」がそもそも問題とされる。そこでは、
ⅰ「特別法廷の設置」の法的根拠が問題とされている。田中の説明によれば、
とくに、「刑事訴訟の手続きとしては、80年４月の下旬から公安部」「による捜
査と予審によって始められ」、そして、同年「９月には最高人民検察院に送ら
れ」、「９月27日に黄火青最高人民検察院検察長が全国人民代表大会常務委員
会第16回会議に、検察院における審査状況を報告」し、「これをうけて29日に
全人代常務委員会が、特別検察庁と特別法廷の設置、ならびに検察員」、「裁判
員」「の任命、さらに公開裁判の実施などを決めて」いる。そして、ⅱその「法
律上の根拠」では、のちにくわしくみる、「社会科学院の副院長で法制委員会
の副主任でもある張友漁」による「全人代常務委員会における決定は法令に相
当」し、「したがってそれは立法措置に等しい、という解釈」と「組織法に各々
法的根拠があるという説明」の２点がそれぞれあげられている。とくに、後者
では、特別検察庁は「人民検察院組織法の場合では第20条の第１項」「に、最
高人民検察院は必要に応じてその他の業務機構を設けることができるという規
定」の「その他の業務機構に該当」し、「特別法廷については、人民法院組織
法の第31条第２項」「に、最高人民法院は」「その他必要な裁判廷を設ける、と
いう規定」の「その他必要な裁判廷に該当する、という解釈」がさしあたりな
されている。さらに、ⅲ「上位法と下位法」では、前者の張の特別立法という
説明では、全国人大常務委員会が制定できる下位法（法令）で全国人大による
上位法（法律）に取って代わることの問題性が当時すでに田中により取り上げ
られている（65）。
これは「勝者の裁き」というよりも、「正義の審判」という側面を担保でき
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るかどうかにかかわる論点であろう。はたしてそれを担保できるのか。
つぎに、「２．特別法廷は何が特別なのか」が問題とされる。そこでは、ⅰ「裁
判組織」、ⅱ「権力の介入」、ⅲ「法定期限の超過」、ⅳ「回避」、ⅴ「裁判の公
開」、ⅵ「家族の傍聴」がそれぞれ取り上げられている。田中の説明によると、
「今度の裁判で行われたように、組織的かつ意図的に機関なり職場なりを通じ
て傍聴券を配る、というやり方」は、「特に裁判として大衆にたいする教育的
効果が大きいものの場合」に、用いられる。「したがって反革命事件などは政
治的、教育的意義からも、こうした動員方法が通常もとられている」ので、「そ
の規模の点を除けば、特に四人組裁判においてのみ特徴的なことではない」と
される（66）。これは重要な指摘であろう。
またいうまでもなく法的論点としては、「３．新刑法適用の問題点」がもっ
とも重要であるが、そこでは、ⅰ「遡及効」、ⅱ「類推解釈」の問題性にそれ
ぞれふれている。田中の指摘によれば、前者では、あとでくわしくみるように、
「張友漁」「は1957年の刑法草案をもあげて、この草案は」草案として「公布・
試行し、各級法院が実際に判決の拠り所とした、と指摘」した点などに言及し
ている（67）。
これは現代中国法におけるいわゆる「草案」の位置づけの問題でもあるが、
やはり新刑法という事後法の遡及や、とりわけ類推適用の問題は、いかなる説
明がなされようとも、さきの特別法廷などの合法性とともに、いなそれ以上に
かなり法的に問題であることをここで指摘せざるをえない。いわばこのときこ
れまでの法制の不備のつけがあらわれ、その後に禍根を残すことになったとい
えまいか。したがって、改革開放初期の出だしは、かならずしもはなばなしい
ものではなかったのだが。なお、その点にかんする問題点の存在は「正義の審
判」というよりも「勝者の裁き」という側面を際立たせざるをえない。
そして、「４．冤罪防止のチェックポイント」が重要とされる。そこでは、
ⅰ「予審」にまずふれている。すなわち、原後の弁護士としての当時の卓見に
よれば、つぎのように説明される。つまり、「あらゆる冤罪は『予審』の間に
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できるといえる」が、「私の言う『予審』というのは公判以前という意味で」
あり、「そういう眼で中国の予審制度というものに大いに注目したい」とする。
一方田中の説明によれば、「公判前全体を『予審』と考えれば、中国ではその『予
審』は公安・検察・法院の３機関それぞれに１回ずつ、合計３回行われる仕組
みになってい」て、「中国の裁判全体の構造から言って、まずこの３回の公判
前の審査でもって、有罪の確証というのは90％以上かためられ」、「実際に公判
段階になっての審理というのは、これを確認する意味と、被告人が罪をどう悔
い改めたのかという点を確認し、それを大衆に示して、あわせて大衆を教育す
るという役割があり」、「むしろ公判段階の意義としては、後者の方がずっと大
きく、実際の裁判は公判前の『予審』の段階でほとんど終了したものと考えて
よい」とする。なおつづいて、ⅱ「公判」、ⅲ「証拠調べ」、ⅳ「訴因」、ⅴ「弁
護権」、ⅵ「弁護人」、ⅶ「審理期間」、ⅷ「２種類のチェック」がそれぞれ取
り上げられている（68）。
ちなみに、予審の位置づけについては、さきの浅井の説明との親和性も一面
で注目される。
さらに、「５．四人組裁判の評価」では、最初の原後の指摘ともかかわって、
ⅰ「避けられぬ政治性」、ⅱ「法治主義への転換」、ⅲ「現状における問題と課
題」がつづく（69）。
ⅰは「勝者の裁き」、ⅱは「正義の審判」にそれぞれかかわるが、不可避的
に鮮明な「政治性」を帯びながらも、まさに「政治の意思」として、「法治」
への「転換」が目指される出発点として、とりあえずこの裁判は位置づけられ
まいか。しかしながら、一面では功をあせるあまりか、検察・法院による事前
介入などを含むこれまでのやり方を引き続き踏襲せざるをえなかったのであっ
た。その後、とりわけ「八二年憲法下の中国人民司法」の再「正規化」に「無
罪推定」や黙秘権、さらには刑事弁護のあり方等にかかわって、あまりにおお
くの課題や問題点を残していくのだが。
以上がわが国におけるすぐれた論及の一例である。
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ついで当時の中国のそれについて重複を厭わずにみておこう。
まず、①「鄧小平同志が当面の国内外の若干の重要問題についてアメリカの
記者の問いに答える（林彪、江青反革命集団事件裁判に関係のある問題の摘
録）」では、「毛主席が犯した誤りは、もうひとつの問題に属する」として、「『４
人組』は犯罪者であり、重大な刑事責任がある」のとははっきりと区別してい
る（70）。
つまり、「毛主席」がここで法的には免責されたうえで、「４人組」＝「犯罪
者」とみなし、あたりまえのことだが、この裁判では、あくまでも刑事犯罪と
して刑事責任を追及するのであるである。
また、②「幹部会議における彭真同志の講話」（1980年11月）では、とくに「林、
江反革命集団を裁判にかけるには、厳格に法により事を処理することが必要で
ある」としたうえで、「裁判原則」、「回避の問題」につづき、「公開裁判」では、
「公開して裁判を行うことは、公審大会はイクオールではない」と指摘する（71）。
すなわち、この裁判では、「文革」期にみられたような人民裁判は行わない
ということである。ここに、補論３でもみたように、いわゆる「人民裁判」か
らの決別の意思が日本の中国法研究者を含めて、比較的明確に示されたのだ
が、その後の中国人民司法自体は完全にはそれからの脱却に成功したとはいえ
ないのである。次項以降では、この裁判の「実相」が問われることになる。
さて、もっとも詳細に論じたのが、この裁判が始まってからなされた③張友
漁の「林彪、江青反革命集団事件に関係のあるいくつかの法律問題」（1980年
12月16日）という講演原稿である。早速それによると、その法的諸問題は以下
の７点にわたっている（72）。
１まず「人大常務委が特別法廷の設置を決定するという問題について」みる
と、「わが国の今回の林彪、江青反革命集団事件で人大常務委が最高人民法院
内に特別法廷を設置して、この事件の審理に責任を負わせることを決定したこ
とは、わが国の法律と合致するかどうか」を問題にしたうえで、答えは「合致
する」とされた。つまり、ⅰ「わが国の1978年憲法第42条はつぎのように定
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める。すなわち、『最高人民法院は最高裁判機関であ』」り、また、ⅱ「刑事
訴訟法第17条」では、「最高人民法院が管轄する第１審刑事事件は、全国的な
重大刑事事件であ」り、さらにⅲ「わが国の法院組織法第31条」で、「最高人
民法院は刑事裁判廷、民事裁判廷、経済裁判廷およびその他の置く必要のある
裁判廷を設置する」という規定がそれぞれその権限の根拠としてあげられてい
る（73）。
　しかも、「本来、人大常務委をへずに、最高法院が法によりみずから特別法
廷を設置しても合法であるが、人大常務委をへることは、この事件にたいする
高度の重視を示す」という（74）。ここでは「勝者の裁き」というよりも、「正義
の審判」という側面を前面にだすための措置がとられたのだが、さきの田中の
指摘によれば、かえって「勝者の裁き」という印象を与えることにならないの
か。
というのも、さきの田中の指摘との違いに着目すると、制定主体による上位
法と下位法ということでは、全国人大とその常務委員会との関係よりも、全国
人大常務委員会と最高人民法院の関係に注意がいっているようで、前者の関係
の問題はここでは表面化していない。なお、それはたんに裁判にいわば「箔」
をつけるためであったのか。まさにそれは「正義の審判」としての「箔」を目
指したわけだが、「勝者の裁き」という地肌がみえかくれしていないのか。
　一方特別検察庁の設置については、「わが国の検察院組織法第20条」で、「最
高人民検察院は、刑事、法紀、監所、経済等の検察庁を設置し、かつまた必要
に従い、その他の業務機構を設置することができる」と定めているのが根拠と
された（75）。この点も法院とパラレルであるところに、法院を特別扱いしない
中国における司法の特性や問題性があるともいえる。
というのもいうまでもないことだが、中国が「『三権分立』の国家でな」い
点も「司法権への干渉とはいえない」論拠のひとつとされたのである（76）。なお、
中国では、法院と検察院がともに同等の司法機関とされる。
　そして、刑事訴訟法第23条にみられる回避の問題などにもここで言及されて
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いるが、張によれば、「全国の９億の人民がいずれもその害を身に受け」たこ
とで説明され、また、「若干の者は相当の法律知識および司法経験を具備せず
に、裁判員を担当する」ことは違法でない根拠として、人民法院組織法第34条
の補助裁判員の規定があげられている（77）。
さらに、人民法院組織法第38条などで定められた人民参審員を参加させない
同法第９条の例外規定を根拠にしつつ、「法律の効力を有する法令」による「決
定」にもとづき、「参審員による参審がなくともよい」とされる（78）。
なお、ここでは、上位法と下位法の矛盾は意識されていないが、82年憲法で
は、全国人民代表大会常務委員会にも、一定の法律制定権限が与えられること
になるのだが、そのさきどり的な意味合いもあるといえまいか。さきの田中の
論理によれば、法律でなく、法令でこうした措置を行うこと自体がそもそも問
題なのだが。
２「起訴は路線の誤りに及ばないという問題について」であるが、ここでの
最後に、「江青の狡猾な弁解は徒労である」とする（79）。それはさきの①の鄧小
平発言とも呼応している。
３「刑法の適用の問題について」は、くわしい説明は省略するが、適用法が
問題とされた（80）。つまり、「反革命懲罰条例」を適用すべきか、1980年１月に
施行された刑法を適用すべきか、という問題である。
　ここでは、「全般的な精神からいって、量刑の面では、刑法の規定は反革命
懲罰条例の規定とくらべて、軽い」として、後法の利益的遡及を認めている（81）。
また、「全般的な精神」とはきわめてあいまいである。なお、本項ではその
具体的な対比そのものは控えざるをえないが、後掲の資料（反革命懲罰条例と
79年刑法の抄訳）をあわせて参照願いたい。
一方、「反革命懲罰条例」第16条の「類推原則」の存在も比較参照可能とさ
れ、刑法適用の根拠のひとつとされている（82）。ただし、79年刑法第79条にも
一定の限定や条件（「もっともあい類似した条文」に限定し、かつ最高人民法
院の「審査許可」を条件に）を付したかたちで残存した類推規定（83）があるも
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のの、ここでの類推適用の肯定には、その「全般的精神からいって」利益的遡
及ともされるその遡及効・事後法の問題とともに、いなそれ以上にむしろ問題
があると指摘するにとどめたい。まさに「正義の審判」か、それとも「勝者の
裁き」かがここでは問われている。なお、本項末尾の「資料」もあわせて参照
願いたい。
４「なぜ林彪・江青反革命集団事件の主犯を公開で裁判する必要があるのか
という問題について」である（84）。
ここでは、「それが国家機密に及ぶと、裁判を公開せずに行うことも合法で
ある」としつつ、公開のデメリットとしては、江青のように、「法廷闘争の機
会を与え」てしまうおそれがある。「私はもともと裁判を公開せず、ただ判決
の言い渡しだけを公開するか、または両方とも公開することを主張した」が、
「かれらの犯罪行為の及ぶ面が非常に広く、全国でもたらされた危害が非常に
大きく、全国の人民がいずれもこのことに関心を寄せ、かれらを公開して裁判
することを求めた」とされた。そして、国内に公開することのメリットとして
は、「人民の要求を満足させることができ、人民を教育することもできる」と
同時に、「法律の前ではだれもが平等である」という原則の実施にも寄与でき
るという（85）。ここでも、「人民の要求」の満足や人民の教育が語られている。
５「林彪・江青反革命集団事件の被告人が法廷において解答を拒絶し、沈黙
を保持し、ならびに陳述・弁論・弁護を行うなどの権利をもつのかという問題
について」は、ごく簡単にいうと、「わが国の刑事訴訟法第113条」で、「開廷
時に、裁判長は被告人に弁護の権利があることを告知」し、「第118条」で、「被
告人は、陳述し、弁護し、公訴人、被害者と相互に弁論し、そして最終陳述を
行う権利をもつ」し、「第64条」で、「被告人は捜査要員の質問にたいして事実
のとおり解答しなければならないが、ただし本件と関係のない問題について、
解答を拒絶する権利をもつ」とする（86）。
さらに黙秘権に関連してこうもいう。すなわち、「林彪、江青反革命集団事
件の審理のなかで、張春橋の沈黙にたいして、かれに発言をせまらないのが妥
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当である」ともする（87）。
しかし、かれのいわば「悪役ぶり」は、その後今日にいたるまで、中国にお
ける「黙秘権」の肯定や採用に少なからぬ負の影響を及ぼしているといえまい
か。中国では、いまだにそれは法定もされていないのである。なお、この裁判
における特別弁護についても本節の第３項でくわしく取り上げたいと考える。
６「被告人が法廷秩序に違反したらどう処理するかという問題について」で
ある。ここでは、1980年「12月12日」における江青の退廷にふれつつ、「今回、
江青が退廷を命じられたあと、証人寥沫沙が引き続き証言を行ったのは合法で
あり、正しいことである」とされる（88）。
７「林彪・江青反革命事件の主犯にどのような判決を下すのかという問題に
ついて」では、ごく簡単にいえば、「有罪推定」にも、「無罪推定」にも反対す
るという主張などが型どおり掲げられている（89）。
なお、「無罪推定」への方向性は前述の「黙秘権」の問題はのこるものの、
今日の中国では、比較的肯定的な評価がなされるようになり、ようやく遅れば
せながらその実現へむけた実践が試みられつつある。
以上がそのあらましである。
さらにそのほか、時期的に少しさかのぼるが、さきのもっとも問題であると
した事後法や遡及効の問題については、以下のような説明が執拗にくり返され
ている。たとえば、④「張友漁同志が林彪、江青反革命集団事件主犯の公開裁
判について『北京日報』記者の問いに答える」（1980年11月14日）という一文
では、「わが国にはかつて『反革命懲罰条例』があったが、現在は『刑法』が
あ」り、「わが国の現在の『刑法』はもともとの『反革命懲罰条例』とくらべて、
刑に処するに軽いので、のちの法、すなわち現在の刑法を用いることができる」
とはやくから表明されている（90）。
　また、⑤「張友漁同志が林、江反革命集団事件裁判の四つの法律問題につい
て新華社記者の問いに答える」（1980年11月21日）という一文でも、「かれら
の犯した反革命の犯罪行為は、1951年に制定された『反革命懲罰条例』に従う
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のであれ、1979年に制定された『刑法』に従うのであれ、いずれにせよ犯罪と
認定されている」し、「1953年に政務院政務会議が承認し、法的効力のある『第
２回全国司法会議決議』のなかで定められ」ていたし、1957年の「『刑法草案』
第22稿」（第99条、第100条）にも規定があるといった論点がくり返される（91）。
　なお、⑥「張友漁同志が林、江反革命集団事件裁判に関係のある法律問題に
ついて新華社記者の問いに答える」（1980年12月２日）という一文では、「『刑
事訴訟法』第118条が定めるように、『法廷調査ののち、公訴人が発言し、被害
者が発言したのち、被告人が陳述および弁護を行い、弁護人が弁護を行わなけ
ればならず、かつまた相互に弁論を行うことができる』」と定めている点にふ
れている（92）。
ここでも「勝者の裁き」というよりも、「正義の審判」という側面がくり返
し中国の公式見解のなかで強調されているが、はたしてそうか。「勝者の裁き」
という側面もみえかくれしていないのか。なおくり返しになるが、特別弁護に
ついては、後述する。
一方、⑦「王漢斌同志が林、江反革命集団事件裁判に関係のあるいくつかの
法律問題について新華社記者の問いに答える」（1980年12月10日）という一文
では、無罪判決等について、こう述べている。すなわち、「今年の上半期に全
国検察機関が法院に起訴した事件のなかで、３％近い事件で、法院に審理のの
ち、無罪または刑事処分の免除が判決された」とし、また、「林彪、江青反革
命集団が10年間横行し、国家と人民に災いをもたらし、誣告により陥れられ、
迫害された党および国家の指導者ならびに幹部、大衆は70余万人に達し、迫害
されて死に至った者は、３万人あまりに達し」たとする（93）。なおこれは、本
項の冒頭の数字とほぼかさなっている。
最後に、⑧陳家詠の「謝富治は歴史の審判から逃れえない」という一文によ
れば、これも死亡して被告人につらならなかった謝富治について、つぎのよう
に述べているのをみておこう。つまり、「10年の動乱期間において、全国の公
安・検察・法院の機関が徹底的な破壊に遭遇した」が、「もっとも先に公安・
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検察・法院の『古い装置』を『徹底的に打ち砕く』ことが必要であると提起し
たのは」、「まさしく公安・政法工作を多年にわたり主管した副総理兼公安部
長の謝富治であった」という。また、「謝富治は検察・法院系統にたいしても、
深刻な破壊を行った」が、「かれは、検察院を『完全にソ連修正主義を写し取っ
たものであ』り、法院は『国民党を踏襲したもの』であり、大衆に『大破壊』・
『大批判』を煽動し」、「『公安・検察・法院をたたきつぶせ』という反動的なや
り方を全国に押し広めることによって、公安・検察・法院の機構およびその正
常な諸業務を麻痺させた」とする（94）。
ちなみに、『十年史』（下）によれば、「67年８月７日に公安部の大会で謝富
治が行なった『公安、検察、法院の打倒』の演説によって、公安、検察、司法
系統はマヒ状態に陥り、このため人々は『無実の罪を申し立てる所もなければ、
事件を訴えるところもない』という事態へと陥った」という（95）。これはまさ
に「歴史の審判」にかかわる論点でもあろう。
他方、「74年９月の第１回民兵工作会議で王洪文と張春橋は結託し、この会
議を『民兵改造』という『革命』を実行する新たな突破口にしようとし」、「彼
らはさらに、『民兵の武装によって人民内部の矛盾を処理する』『民兵は治安工
作を取り締まり、公安の業務を統率する。法を執行するだけでなく、法を司り
（管轄し－引用者、以下同じ）、法を立てるのだ』と大言壮語し、民兵は公安機
関が人を逮捕したり罰するのを補佐することができ、法廷を開いて審査尋問や
立件（事件を決定）することができるなどと述べた」という。（96）。
これは「文革」期における民兵による公安・検察・法院の権限の代替という
深刻な問題であろう。これが冤罪等の発生の根源のひとつとなったのである
が、林彪の死亡による不起訴とあわせて、謝富治の死亡による不起訴は「公安・
検察・法院をたたきつぶせ」の実相にせまるうえでも、残念であった。
以上が次項以降の論述の前提をなす初歩的な考察である。
　さて、つぎにいよいよ「正義の審判」か、それとも「勝者の裁き」かといっ
た側面を意識しながら、この裁判の「実相」にできるだけせまってみよう。
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資料－反革命懲罰条例と79年刑法の抄訳
中華人民共和国反革命懲罰条例（97）
（1951年２月20日、中央人民政府委員会第11回会議承認）
１　目的規定
人民民主政権を転覆し、人民民主事業を破壊する目的（２条）
２　犯罪類型
①　帝国主義と結託して祖国に背く者＝死刑または無期懲役（３条）
②　公職要員、武装部隊または民兵を策をもって動かし誘惑し買収して裏切
らせた首謀者または隊を率いて裏切った者＝死刑または無期懲役（４条前
段）
③　武器を持って大勢の者を集めて反乱を行った主謀者、指揮者および罪悪
が重大なその他の者＝死刑（５条前段）
④　間諜または利敵行為を行った場合＝死刑または無期懲役（６条前段）
⑤　反革命特務または間諜組織に参加した場合＝死刑または無期懲役（７条
前段）
⑥　封建的な秘密結社を利用して、反革命活動を行った者＝死刑または無期
懲役（８条前段）
⑦　反革命の目的をもって、破壊・殺害行為を策謀するか、または行った場
合＝死刑または無期懲役（９条前段）
⑧　反革命の目的をもって、挑発・煽動行為を行った場合で、その情状の重
大な者＝死刑または無期懲役（10条後段）
⑨　反革命の目的をもって、国境を密かに越えた者＝５年以上の懲役、無期
懲役または死刑（11条）
⑩　大勢の者を集めて監獄を破るか、または暴動により脱獄した、その組織
者・主謀者＝死刑または無期懲役（12条前段）
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⑪　反革命犯罪者を匿い、庇った者で、その情状の重大な者＝10年以上の懲
役、無期懲役または死刑（13条後段）
３　類推適用
　反革命の目的をもった、その他の犯罪で、本条例でいまだ規定していない場
合は、本条例の類似の罪を比較対照して刑に処することができる。（16条）
４　遡及効
　本条例施行以前の反革命犯罪者にも、本条例の規定を適用する。（18条）
 以上
中華人民共和国刑法（98）
（1979年７月１日採択、1980年１月１日施行）
第２編　第１章　反革命罪
目的規定＝プロレタリアート独裁の政権および社会主義制度の転覆を目的と
する。（90条）
①　外国と結託し、祖国の主権、領土の保全および安全に危害を加えること
を陰謀した場合＝無期懲役または10年以上の有期懲役（91条）
②　政府を転覆し、国家を分裂させることを陰謀した場合＝同上（92条）
③　国家勤務員・武装部隊・人民警察・民兵を策をもって動かし、誘惑し、
買収し裏切って敵に投降させるか、または反乱させた場合＝同上（93条）
④　敵に投降して、情状が深刻か、または大勢を率いて裏切って敵に投降し
た場合＝同上（94条１項後段）
⑤　武装部隊・人民警察・民兵を引き連れて裏切って敵に投降した場合＝同
上（94条２項）
⑥　武器を持って大勢の者を集めて反乱した首謀者またはその他の罪悪の重
大な者＝同上（95条前段）
⑦　大勢の者を集めて監獄を破るか、または脱獄を組織した首謀者またはそ
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の他の罪悪が重大な者＝同上（96条前段）
⑧　間諜または利敵行為を行った場合＝同上（97条前段）
⑨　反革命集団を組織し、指導した場合＝５年以上の有期懲役（98条前段）
⑩　封建的な迷信・会道門を組織し利用して、反革命活動を行った場合＝５
年以上の有期懲役（99条前段）
⑪　反革命の目的をもった破壊行為を行った場合＝無期懲役または10年以
上の有期懲役（100条前段）
⑫　反革命の目的をもって、毒物を投入し、病原菌を散布するか、またはそ
の他の方法で人を殺し、傷つけた場合＝同上（101条前段）
⑬　反革命の目的をもった煽動行為の首謀者またはその他の罪悪が重大な者
＝５年以上の有期懲役（102条後段）
⑭　死刑適用可能事件＝98条・99条・102条を除き、国家および人民に対
して危害が特別に深刻で、情状が特別に悪劣な場合＝死刑を判示できる。
（103条）
 以上
（注）
（１）刑事訴訟法については、北京政法学院訴訟法教研室『中華人民共和国刑事訴訟法講話』
（1979年９月、群衆出版社）を参照願いたい。なお、全訳としては、国谷知史・田中信行
訳『中華人民共和国刑事訴訟法講話』（1980年９月、中国研究所）がある。
 　ちなみに、そこの訳注②（36頁）で、つぎのような注記がなされている。すなわち、「こ
こに公安機関の職責として『予審』があるが、日本の旧刑事訴訟法で認められていた『予
審』、事件を公判に付するかどうかを決める公判前の手続きであった『予審』とは、名称
は同一でもまったく異なることに注意する必要がある」としたうえで、「中国刑訴法公布
以前の『予審』についての浅井敦氏の説明」（浅井敦『現代中国法の理論』、東京大学出版会、
1973年、126－129頁を参照）はこれには「あてはまらない」という（国谷知史担当部分）。
 　一方で、「資料27　鄧小平　当面の情勢と任務（1980年１月16日）」（原載は『鄧小平文
選』、太田勝洪・小島晋治・高橋満・毛里和子『中国共産党最新資料集』上、1985年７月、
勁草書房、以下『資料集』上と略称する、223－252頁）では、①「『４人組』を摘発・審
査して、全国的な範囲で『４人組』派閥体系とその犯罪行為を清算し、全国各級組織の
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指導グループを基本的に整頓し」、②「国内と党内の民主生活がすでに軌道に乗りはじ
め」、③「ここ３年、とりわけここ１年、中央でも全国各地でも、冤罪・でっちあげ・誤
審の多くの事件について名誉回復が行」われ（226頁）、さらに④「われわれは公安・検察・
司法」などの「活動もみな正常な軌道に乗りはじめた」という（228頁）。またこうもいう。
「教育できない場合、あるいは教育しても効果のない場合には、さまざまな犯罪者に断固
とした法的諸措置をとるべきで、容赦してはならない。いまなお、少数の地方、少数の
同志のなかには、これらの者にたいし手ぬるい場合がある。一部の地方では、これらの
者に強力な措置がとれず、手をくだせないでいる。これらの者を放置し、これら『４人組』
の残党、反革命分子、その他の刑事犯罪者を放置している点で、人民はわれわれに大き
な不満を抱いている」と（235頁）。
（２）「中共中央関於堅決保証刑法、刑事訴訟法切実実施的指示」（中共中央1979年９月９日）
（中国人民大学法律系刑法教研室刑訴小組資料室『中華人民共和国刑事訴訟法学習参考資
料』第１輯総類、1980年５月、以下『学習資料』と略称する、49－56頁）。はやくは、浅
井敦「裁判の独立と党の指導」（現代化中国の法と社会38、『法律のひろば』、1984年９月
号）に紹介がある（64－65頁）が、「中華人民共和国以来の、否中共建党（1921年）以来の、
司法分野での画期的文書といっても、けだし過言ではない」とする（65頁）。
 　なお、この全訳は、「刑法・刑事訴訟法の適切な実施を断固保障するについての中」共
中央「の指示」（1979年９月９日）（『季刊中国研究』第５号、1986年11月、中国研究所、
以下『裁判制度』と略称する、164－173頁）にある。最近では、陳麗鳳『中国共産党領
導体制的歴史考察（1921－2006）』（2008年２月、上海人民出版社、とくに333頁）がある
ほか、やはり、田中信行「中国における裁判の独立と党の指導－1954年～1981年－」（『裁
判制度』、47－88頁）が重要である。一方小口彦太『現代中国の裁判と法』（2003年３月、
成文堂）によれば、「では、何故、この指示は実効性を持ち得なかった」かについては、「党
の介入を拒む、というよりはむしろその介入を必要としないだけの主体的力量を、法院
がまだ持ち合わせていなかったということが、その一つの要因をなした」とする（19頁）。
 　ちなみに、劉政『人民代表大会制度的歴史足跡』（2008年５月、中国民主法制出版社）
の「一個具有里程碑意義的法制文件－中共中央1979年９月９日《指示》」（144－147頁）
もあわせて参照願いたい。
（３）『学習資料』、49頁。
（４）同上、49－50頁。なお、辻康吾『転換期の中国』（1983年８月、岩波新書（黄版）239）
の「人治の国」（139－142頁）によれば、中「国において、法治主義と対比されるべき人
治主義の伝統が極めて強かった」（139頁）としたうえで、「中国において人治の根強い伝
統を直ちに否定してしまうことは難しいだけでなく、実際に人治によって法治が支えら
れているというのが、現在の中国の法治の姿であろう」とする（141頁）。なお、引用に
さいしては、原文中の傍点は省略した。
（５）『学習資料』、50頁。
（６）同上、50－52頁。
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（７）同上、52－53頁。
（８）ちなみに、辻康吾「記者の目　ルポ『検察官・湯鉄頭』にみる」（『毎日新聞』1981年
９月５日）は、「南京の文芸誌『雨花』が掲載したルポルタージュ『検察官・湯鉄頭』」（湯
のがんこ者）「を紹介する」が、そこでは、「中国近代化へ底辺での闘い」と銘打って、「文
革の傷痕 “権力の横暴”　法の優位　道険し」ともされ、「党の支持なしで機能できぬ司法」
の実態を喝破している。
（９）『学習資料』、53－54頁。なお、拙稿「七八年憲法下の中国人民司法の『転換期』と『正
規化』」（上）（『九州国際大学法学論集』第15巻第１号、2008年７月、以下、本稿（上）
と略称する）、82－83頁。
（10）『学習資料』、54－55頁。なお、「資料30　中国共産党11期５中全会　劉少奇同志の名誉
回復に関する決議（1980年２月29日）」（『資料集』上、287－301頁、三好章訳）もある。
また、王光美・劉源他著、吉田富夫・荻野脩二訳『消された国家主席　劉少奇』（2002年
９月、日本放送出版協会）が参考になる。
 　ちなみに、梁国慶主編『新中国司法解釈大全』（1990年６月、中国検察出版社、以下『大
全』と略称する）によれば、まず「中共中央批転最高人民法院党組《関於抓緊復査糾正
冤仮錯案認真落実党的政策的請示報告》（節録）」（1978年12月29日　中発〔1978〕78号、
1041－1042頁）の「附件」の「関於抓緊復査糾正冤仮錯案認真落実党的政策的請示報告」
（1978年11月30日）では、「これらの冤罪・でっち上げ・誤判事件」の「いく種類の類型」
として、５つの類型をあげ（1042頁）、４点の認識の一致がなされている（1042－1044頁）。
　　ついで、「中共中央批転最高人民法院党組関於善始善終地完成復査糾正冤仮錯案工作幾
個問題的請示報告（節録）」（1979年12月31日　中発〔1979〕96号）の「附件」の「関於
善始善終地完成復査糾正冤仮錯案工作幾個問題的請示報告」（1979年12月17日）（『大全』、
1047－1049頁）では、①「思想を解放せず、政策を実施に移すことが不十分であり、是
正すべきものをあえて是正」せず、あわせて「辮髪（弱点）をつかみ、しっぽ（悪習）
を残すといった誤った傾向」を「かならず断固として克服しなければならない」という
箇所では、「国にそむき敵に投降する」・「敵である台湾と結託する」といった罪名や「公
安六条」の「いわゆる『悪どい攻撃』という罪名」などに言及し、②「冤罪・でっち上
げ・誤判事件の是正後の善後活動の問題に妥当な解決をかならず与えなければならない」
とされ、③「事件の再審査の質を保証するため」の「一回の検査」が求められ、その「検
査の基準」が語られている。
 　その後、「中共中央批転最高人民法院党組関於復査糾正 “文化革命” 期間錯判死刑案件
的幾点意見的請示報告（節録）」（1980年９月22日　中発〔1980〕71号）の「附件」として、「関
於復査糾正 “文化革命” 期間錯判死刑案件的幾点意見的請示報告」（1980年８月５日）（1058
－1059頁）で、①「改判の原則・限界」、②「善後活動」、③「再審査による改判の法的手続」
がそれぞれ定められている。
（11）『学習資料』、55頁。他方では、党組織の再建にかかわる「資料31　党内の政治生活に
関する若干の準則」（原載は『北京周報』1980年14号、『資料集』上、302－317頁）では、
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こう指摘されている。すなわち「党内闘争では苛酷な闘争を行ない非情な打撃を加えて
はならない。誤りを犯した同志を批判することはまったく必要であるが、しかし、さわ
ぎ立てて包囲攻撃し、本人に弁解させず、他の同志にも異なった意見を発表させない『つ
るし上げ』の方式をとってはならない」とする（313頁）。ちなみに、「党内の政治生活に
かんする若干の準則」（1980年２月29日、中国共産党第11期中央委員会第５回総会で採択）
によれば、ここでの「つるし上げ」の原語は、「闘争会」である（「関於党内政治生活的
若干準則」、1980年２月29日、中国共産党第11期中央委員会第５回総会で採択、中央辦公
庁法規室・中央規律検査委法規室・中央組織部辦公庁編『中国共産党党内法規選編（1978
－1996）』、1996年９月、法律出版社、41－56頁）、52頁。
 　ところで「指示」が出されたのちの、葉剣英の「中華人民共和国成立30周年祝賀大会
における演説」（1979年９月29日）によれば、「民主」の制度化・法律化を前提に、「指示」
と呼応するかのようにかさねて法の前の平等と特権批判などにそれぞれ言及されている。
すなわち、「党の規律と社会主義の法秩序（「法制」・適法性－引用者）をさらに健全にし、
全党員と全公民の民主的権利を確実に保障し、党内民主と社会主義民主を制度化し、法
律化しなければならない。党の指導者から各党員にいたるまで、国家の指導者から各公
民にいたるまで、党の規律と国家の法律のまえには、だれも平等である。党の規律に拘
束されない特殊な党員や法律に拘束されない特殊な公民は絶対にあってはならず、党の
規律と国家の法律のうえに身を置くような特権は絶対にあってはならない」（「資料22　
葉剣英　中華人民共和国成立30周年祝賀大会における演説（1979年９月29日）」、原載は
『北京周報』1979年40号、『資料集』上、152－181頁、169頁）とするが、いうまでもなく、
国家の「法律に拘束されない特殊な」党員や政府要員がいないかが重要であろう。また、
もしいた場合にどうするかがここで問われているのだが、次節でみるいわゆる「林彪・
江青反革命裁判」がその「模範」例となれたかが注目される。
（12）本稿(上)、86頁。
（13）彭真「実現四化一定要有一個生動活溌、安定団結的政治局面」（1979年10月13日、同『論
新中国的政法工作』、1992年３月、以下『新中国工作』と略称する、190－197頁、同『論
新時期的社会主義民主与法制建設』、1989年１月、中央文献出版社、以下『新時期建設』
と略称する、29－37頁、引用は『新中国工作』から、190頁）、同「在広東省和広州市公
検法彙報会上的講話要点」（1980年２月１日、『新中国工作』、212－215頁）、214頁。また、
《人民司法》編輯部編『《人民司法》選編本（1981年）』（1983年２月、法律出版社）にも、「二、
院長・廷長の事件の審査問題にかんする探索」（22－49頁）のなかに、「江華同志談人民法
院独立審判問題」（22－25頁）を含め、６つの文章が収録されている。
（14）彭真「開展調査研究、按実際情況辦事」（1980年４月26日）（『新中国工作』、226－228頁）、
227頁。
 　ちなみに、次節でみるいわゆる「林彪・江青反革命事件裁判」に関連して、「林彪、『４
人組』両案を審理する－凌雲を訪れる」（李海文　劉栄剛）についてここでふれておく（李
海文主編『中共重大歴史事件親歴記　第二編　（1949－1980）』、2006年１月第１版、四川
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出版集団　四川人民出版社、以下『親歴記』と略称する、所収の「審理林彪、“四人幇”両案」
「－訪凌雲」、李海文　劉栄剛）。その「原載は、『中共党史資料』2000年第79期、今回の発
表では若干の削除を行った」（同上、336頁）。
 　早速それによると、以下のような興味深い経緯が紹介されている。つまり、「『４人組』
の予審は、秦城において行われた。黄・呉・李・邱は総政看守所で拘置されていて、予
審もそこで行われ、裁判は空軍学院であった」（同上、338頁）。
 　また、「予審期間において、彭真はつねに（秦城に－引用者、以下同じ）いって、事件
処理要員と接触し、総括報告を聴取し、指示を行」ったという（同上）。
 　というのも、「当時、彭真が提起し、最高検察院・最高法院は事前介入を行うことが必
要であった。一般的には、公安部門が予審に責任を負い、完了後、検察院に審査を求め、
検察院が公訴（原語は「控訴」）を提起すべきであると考えると、さらに法院に移送する
が、その結果、時間が非常にかかる。したがって彭真がいうには、最高検察院・最高法
院は予審の期間に介入することによって、速度を加速するうえで便利にすることが必要
である」と（同上）。ここでは、その事件の重要性にかんがみ、事件処理の加速を名目に、
法院や検察によるいわゆる「事前介入」の実例のひとつともなっているのである。
 　さらに、「起訴状の起草完了後、彭真は『三長』立会審理（原語は「会審」）を提起し」、
「『三長』はすなわち、公安部長（趙蒼壁）・最高検察院検察長（黄火青）・最高法院院長
（江華）である。『三長』立会審理とは、けっしてこの『三長』だけが参加するのではなく、
実際には、伍修権・王鶴寿も参加したし、若干の副部長・副検察長・副院長も参加した。
当時の『三長』立会審理の場所は、公安部５号楼であった。われわれが総括報告するとき、
逐一総括報告し、『三長』は逐一審理した」という（同上、340頁）。いうまでもなく、こ
れは公安・検察・法院の協力の一形態である。
 　最後に、「中央常務委員に手交して討論し」て、鄧「小平らが決定して、江青について
殺さず、死刑執行延期を判示する」としたという（同上、342頁）。これはまさに党の最
高指導部による量刑への介入の問題であろう。いずれにせよ、死刑即時執行判決は江青
についても回避されたのである。
 　なお、馬克昌主編『特別弁護－為林彪、江青反革命集団案主犯弁護紀実』（2007年４月、
中国長安出版社、以下『特別弁護』と略称する）によれば、1980年「３月末、中央書記
処が会議を再度を開いて『両案』事件犯にたいする起訴状初稿を討論した」が、「彭真が
最後にこういった」という。すなわち「起訴状は証拠を後ろ盾とし、予審を基礎としな
ければならない。４つの手続が関所を守る。公安・検察・法院は３つの関所であり、中
央指導小組が第４の関所である」と（30頁）。
（15）江華「在全国城市治安会議上的発言」（1979年11月26日）（『江華司法文集』、1989年７月、
人民法院出版社、以下『江華文集』と略称する、95－97頁）、95－96頁。
（16）江華「集中目標打撃現行刑事犯」（1979年12月10日）（『江華文集』、98－99頁）、99頁。
なお、注⑴ののちの「資料27　鄧小平」発言もあわせて参照願いたい。
（17）江華「適応新形勢、要加強学習」（1979年12月22日）（『江華文集』、100－107頁）、100頁。
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（18）同上、101頁。なお、田中信行「問い直される中国法理論とその新方向」（『中国研究月
報』1979年９月号、379号）では、1978年「12月の中共11期３中総会」の「コミュニケは
『いまから立法活動を全国人民代表大会とその常務委員会の重要な議事日程にのぼらせる
べきである』と指摘した」（31頁）とし、また、「今日の『四人組』批判、すなわち張春橋
をはじめとする『全面独裁論』についての批判は、“独裁” が必ずしも階級敵にたいする
暴力的弾圧をのみ意味するのではない点を、とりわけ強調している」（36頁）とする。そ
して、「階級闘争がもはや主要矛盾ではないとする観点は、敵味方の矛盾の解決を主要な
役割と一致して認めてきた法学研究に、新たな理論的対応を迫ることはまず間違いない」
とする（37頁）。
（19）『江華文集』、106頁。
（20）「最高人民法院　最高人民検察院　公安部関於執行刑法、刑事訴訟法中幾個問題的聯合
通知」（1979年12月17日）（『大全』）、22－23頁。その５点とは具体的にはすなわち、ⅰ
「各級人民法院が管轄する第一審刑事事件はどのクラスの公安機関が起訴のために移送す
るか、およびどのクラスの人民検察院が公訴を提起するのかにかんする問題」、ⅱ「刑法
の関連規定に従い、管制・拘役・罰金・政治的権利の剥奪・財産没収および有期懲役を
判示し、刑の執行猶予を宣告する公訴事件について、人民検察院が拘置を承認し、そし
て公訴を提起することをへることが必要かどうかという問題」、ⅲ「事案が複雑であった
り、期限が満了しても終了できなかったり、拘禁期限を必要としたりする事件について、
いかにして手続を処理するかという問題」、ⅳ「行政拘留処罰を執行された者にたいして、
さらに刑事拘留を行うことができるか」という問題、ⅴ「公民によって捕られえられて
送られた被疑者をどのように処理するかという問題」（刑事訴訟法第42条）である。なお、
この最後のⅴは、公民による被疑者の身柄拘束や護送にかかわる論点である。
 　一方「最高人民法院　最高人民検察院　公安部関於執行刑事訴訟法規定的案件管轄範
囲的通知」（1979年12月15日、人民法院出版社《人民法庭実用手冊》編選組編『人民法庭
実用手冊』、1988年４月、人民法院出版社、497－505頁）では、①「人民法院は刑法が定
める以下に掲げる告訴があってはじめて処理する」刑事事件「およびその他の捜査を行
う必要のない軽微な」刑事事件である８つの「刑事事件を直接受理」し（497－498頁）、
②「人民検察院は刑法が定める以下に掲げる」22の「刑事事件を直接受理」し（498－
500頁）、③「公安機関は刑法が定める以下に掲げる」49の「刑事事件を責任をもって捜
査する」（500－505頁）とする。
 　他方、「全国人民代表大会常務委員会関於刑事訴訟法実施問題的決定」（1980年２月12日、
第５期全国人民代表大会常務委員会第13回会議採択）（全国人民代表大会常務委員会法制
工作委員会編『中華人民共和国法律彙編　1979－1984』、1985年３月、人民出版社、217
頁）および「全国人民代表大会常務委員会関於実施刑事訴訟法規画問題的決議」（1980年
４月16日、第５期全国人民代表大会常務委員会第14回会議採択）（同上、219－220頁）も
ある。
（21）江華「正確理解和執行依法従重従快的精神」（1980年３月８日、11日）（『江華文集』、
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110－117頁）、111頁。ちなみに、これらは、「全国高級人民法院院長会議における江華同
志の講話」（1980年３月８日午後）および「全国高級人民法院院長会議終了時の江華同志
講話」（1980年３月11日午前）である（「江華同志在全国高級人民法院院長会議上的講話」、
1980年３月８日午後、『学習資料』、219－226頁、原載は最高人民法院編『法院工作簡報』
1980年12期および「江華同志在全国高級人民法院院長会議結束時的講話」、1980年３月11
日午前、『学習資料』、226－230頁、原載は同上）。また、江華「人民法院審判案件只服従
法律」（1980年１月10日）（『江華文集』、108－109頁）などもある。
 　なお、魏京生については、辻康吾前掲『転換期の中国』の「民主化の夢」（91－106頁）
などを参照願いたい。
（22）『江華文集』、110頁。
（23）同上、113頁。なお、「最高人民検察院関於抓緊処理因為替劉少奇同志鳴不平而被錯打成
反革命冤案的通知」（1980年２月21日　高検辦字〔1980〕第２号）（『大全』、1052頁）お
よび「最高人民検察院関於注意復査在押人犯中因劉少奇同志冤仮案而受株連的案件的通
知」（1980年４月14日　高検辦字〔1980〕第８号）（同上、1056－1057頁）をあわせて参
照願いたい。
（24）厳家祺・高皋著、辻康吾監訳『文化大革命十年史』（上）（以下、『十年史』（上）、1997
年４月、第３刷）、149－151頁、149頁、150頁。
（25）『江華文集』、115頁
（26）同上、116頁。
（27）江華「答中央電視台記者問」（1980年３月21日）（『江華文集』、118－120頁）、118－119頁。
（28）同上、120頁。
（29）江華「慎重処理 “文化大革命” 遺留的打 搶案件」（1980年５月23日）（同上、121－122
頁）、121頁。
（30）江華「努力做好司法工作、当四化建設的促進派」（1980年６月２日）（『江華文集』、123
－133頁）、123頁、124頁。
（31）同上、127頁。
（32）同上。
（33）『十年史』（上）、69頁。
（34）『江華文集』、127頁、128頁。
（35）同上、129頁。
（36）同上、131頁、132頁。
（37）同上、131頁。
（38）同上、133頁。なお、江華の「法により事を処理する問題について」（1980年６月14日）
でも、たびたびいうには、「とくに圧倒的多数の人民法院に公開裁判を行う法廷がな」い
と訴えている（江華「談談依法辦事問題」（1980年６月14日）、同上、134－142頁、142頁）。
（39）江華「談談人民法院依法独立進行審判的問題」（1980年８月４日）（同上、143－151頁）、
150頁。
― 285 ―
七八年憲法下の中国人民司法の「転換期」と「正規化」(中・前)
（40）江華「改革司法工作、更好地為社会主義経済建設服務」（1980年８月16日）（同上、152
－154頁）、154頁。
（41）江華「向第五届全国人民代表大会第三次会議作的最高人民法院工作報告」（1980年９月
２日）（同上、155－159頁）、156頁。ちなみに、「最高人民法院関於復査糾正 “文化大革命”
期間錯判死刑案件的幾個意見的請示報告（節録）」（『中華人民共和国法律規範性解釈集
成』、1990年10月、吉林人民出版社、以下『集成』と略称する、207－208頁）もある。
 　なお、拙稿「七五年憲法下の中国人民司法の『革命化』と『調整期』」（下・完）（『九
州国際大学法学論集』第14巻第１号、2007年７月、以下前稿（下）と略称する）の注（25）
に1982年12月段階の「冤罪・でっち上げ・誤判事件」の統計が載っている（42頁）。
（42）本稿（上）、86－87頁。
（43）前稿「七五年憲法下の中国人民司法の『革命化』と『調整期』」（上）（『九州国際大学
法学論集』第13巻第３号、2007年３月）・同（下）（同上第14巻第１号、2007年７月）を
それぞれ参照願いたい。
（44）原後山治「中国の刑事裁判を傍聴して」（『アジア経済旬報』1979年２月下旬号、1107号、
以下『原後傍聴』と略称する）、３頁。なお、1982年４月段階については、浅井敦・加藤
寛昭「中国刑事裁判の記録」（『時の法令』1144号、1982年５月23日号、16－26頁）を参
照願いたい。
（45）『原後傍聴』、４頁。
（46）同上、４頁、５頁。
（47）同上、６頁。
（48）同上、11頁、13頁。
（49）同上、12頁、13頁。
（50）小林直人「上海市法曹との懇談の想い出－中国訪問から帰って－」（『自由と正義』
1979年８月号、以下『小林懇談』と略称する）、94頁、95－99頁。
（51）前稿（下）、14－17頁。
（52）『小林懇談』、97頁、98頁。なお、「（解説・翻訳）田中信行」「中華人民共和国逮捕拘留
条例（新・旧条例）」をあわせて参照されたい（『アジア経済旬報』1979年４月中旬号、
1112号、29－36頁）。
（53）＜対談＞原後山治・針生誠吉「ある離婚裁判にみる中国の近代化と新法制」（『朝日ジャー
ナル』1980年２月22日号、以下『近代化と新法制』と略称する、80－88頁）、80頁。
 　また、浅井敦「裁判公開主義と傍聴規則」（現代化中国の法と社会28、『法律のひろば』、
1983年11月号）では、当時における「裁判所傍聴規則」である「1979年12月11日、最高
人民法院によって制定された『中華人民共和国人民法院法廷規則（試行）』」の内容が紹
介されているが（60－61頁）、とりわけ「傍聴人は、法廷の審判活動について意見がある
場合には、閉廷後に書面を用いて、これを人民法院に提出することができる（７条）」と
いう箇所が重要であろう。浅井がつづけていうように、「文革期には、裁判長が傍聴人の
意見をもとめ、これを参考として審判する方式が実行された」が、「しかし本規則におい
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ては、法廷での傍聴人による発言・質問は禁じられており、こうしたところにも、文革
型裁判への批判の一面がうかがわれる」（61頁）。
 　ちなみに、拙稿「中国における人民司法の『正規化』と『調整期』－続「五四年憲法
下の司法」再考－」（中）（『九州国際大学法学論集』第10卷第２・３合併号、2004年３月、
以下前々稿（中）と略称する）によれば、1956年10月の総括では、「人民法院は開廷して
事件を審理する過程のなかで、傍聴する大衆に法廷で発言を許してはならず、傍聴する
大衆にもし意見があるならば、閉廷後口頭または書面で人民法院に提出できる」（126（19）
頁）とされていたが、ここの「口頭」の部分が削除された内容とみられる。なお、原文は、
「中華人民共和国人民法院法庭規則（試行）」（最高人民法院研究室編『中華人民共和国司
法解釈全集』、1994年７月、人民法院出版社、以下『全集』と略称する、27－28頁）にある。
（54）『近代化と新法制』、80頁、81頁。
（55）同上、83頁、84頁。
（56）同上、84頁、85頁。なお、建国初期の土地改革期のいわゆる「人民裁判」については、
秋山良照『中国土地改革体験記』（1977年５月、中公新書468）の「人民裁判はじまる」（45
－49頁）、「即時銃殺」（49－53頁）、「黒幕を銃殺する」（103－110頁）などをそれぞれ参照
願いたい。
（57）浅井敦「第一部　中国刑事法の特色と問題点」の「二　中華人民共和国刑事訴訟法」（平
野龍一　浅井敦編『中国の刑法と刑事訴訟法』（1982年３月、東京大学出版社、１頁以下、
23頁以下）、28頁。なお、刑法については、浅井敦『中国憲法の論点』（1985年３月、法
律文化社、以下『論点』と略称する）の「第二部　中国憲法の論点」（51頁以下）の「第
四章　民事および刑事法制」（100頁以下）の「三　罪刑法定主義の現段階」（109頁以下）
などもあわせて参照願いたい。
（58）浅井敦「第一部」、32頁、34頁。
（59）同上、34－35頁。
（60）同上、35頁。
（61）同上、35頁、36頁。なお、小森田秋夫編『現代ロシア法』（2003年９月、東京大学出版会）
所収の「第４章　裁判　第１節　裁判制度」（117－129頁：杉浦一孝担当）の、とくに「司
法改革の提起」（117－118頁）を参照願いたい。
 　一方、旧ソ連時代の末期の状況について小森田秋夫がまとめた『ソビエト裁判紀行』
（1992年３月、ナウカ）によると、「ソ連の刑事訴訟」では、「予審をおこなうのは、取調
官という独自の司法官であ」り（186頁）、「予審は、公訴の内容を明らかにしたうえでお
こなわれる手続の一段階であ」るが、「公判段階と決定的に違うのは、非公開で、しかも
取調官と被告人との一対一のいわゆる糾問的手続きでおこなわれる点であ」り、「したがっ
て、公判なら傍聴したことのある私も、予審を見たことは残念ながらない」とする（188
頁）。一方、「日本でも現行刑事訴訟法が施行される1949年の以前には、予審制度がとられ
てい」て、「そこでは、起訴と同時に、予審の記録をふくめ捜査記録が裁判所に提出され、
前手続の主宰者である検察官から公判手続の主宰者である裁判官に『いわば事務の引き
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つぎが行われるかのような観を呈していた』といわれる（ソ連の現行制度は、まさしく
このような様相を呈している）」ともする（193頁）。ついでに「訳語の問題」で、「予審と
いう手続きの実質は本格的な取調べであり」、「実質どおり『取調べ』と訳すべきだという
意見があ」り、「また、ここで『被告人』という場合、公判段階の被告人とは別の言葉が
用いられているので、それと区別するためにここは『被疑者』と訳しておくという考え
もある」という（270－271頁）。
 　他方で、最近の坂口一成の一連の論稿がとくに重要である。早速それ（坂口一成「現
代中国における『司法』の構造⑴－厳打：なぜ刑事裁判が道具となるのか？－」（『北大
法学論集』第57巻第２号、2006年７月、992頁）によれば、中国「においては、プロレタ
リア文化大革命」「終了後の治安の混乱を正常化させる方策として、中国共産党」「の号
令の下で、1983年に『厳打』と呼ばれる犯罪対策キャンペーンが展開された」とし、そ
れは「具体的には、『法に従い重きにかつ速やかに』」「犯罪者に厳しく打撃を加えること」
で、「実際、厳打期間中には、警察等が大量の被疑者を一斉検挙し、通常よりも迅速に起
訴し、裁判においてはそれ以前と比べてより速やかに手続が進められ、またより重い刑
罰が科される」という。なお、ここでは、「改革・開放」にともなう「治安の混乱」もく
わわっている。したがって、1979年刑法などは、重罰化等のみちを早くも歩むことにな
るのだが。
 　また、同⑵では、79年法である「旧刑事訴訟法期（1980年～1996年）」では、「旧刑訴
法３条１項は」、「刑事事件の捜査、逮捕、預審は、警察機関が負う」とし、「預審」では、
それは「事案の真相を確かめ、より明らかにするために、法に従い強制処分を採られた
被疑者に行う予備的な取調べ活動」とされ、「この預審を経て、警察が検察に起訴を求め
るか否かが決定される」。「また、旧刑訴法45条後段は、『必要なときは、人民検察院は人
員を派遣して警察機関の重大事件についての討議に参加させることができる』と規定し、
重大事件については警察が起訴申請前に検察の意見を聴取できる制度となってい」て、
この「事前介入」「の意味は、『主に、刑事訴訟手続きにかかわる機関が、みずから担当す
る手続きよりひとつ前の手続きに関与すること』」ができるとする(同上、第57巻第３号、
2006年９月、1376頁、1370頁)。
 　そして、同⑶では、「共同事務処理」（「集体辦公」）が取り上げられているが（同上、
第57巻第４号、2006年11月、1887頁）、筆者が直訳すれば、「集団による事務処理」となろ
うか。
 　さらに、同⑷では、次稿で取り上げる予定の八二年憲法下の中国人民司法期ともかさ
なる「厳打期刑事司法の実態」の「裁判前段階」によれば、「⑴　事前介入」にくわえて、「⑵
　共同事務処理」として、「警察局、検察院および裁判所は緊密に協力し、共同で活動す
るとともに、党内共同事務処理制を実施し、重大事件・ハードケースについては、政法
委員会に報告し、共同事務処理会を開催し、討論の上決定を下し」たという（同上、第
57号第５号、2007年１月、2537頁、2535－2525頁、2530頁、2529頁）。
 　最後に「⑶　合同事件処理」（「聯合辦案」、筆者が直訳すると、「連合による事件処理」
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となる）がある。つまり、「上に見た共同事務処理においては、重大事件・ハードケース
について政法委員会主宰の下で警察・検察・裁判所が一致協力し、解決するが、手続自
体は各機関が行う」が、「警察・検察・裁判所の区別を形式的にも取り払ったやり方が」「合
同事件処理」「と呼ばれるやり方」であるとする（同上、2528頁）。ちなみに、前著（『現
代中国司法「制度」史研究－1957年～1959年－』、2000年１月、明石書店）では、「連合弁
公」と「合署弁公」の区別にふれておいた（たとえば、259頁）。
 　さらに、「83年厳打においては、弁護活動は訴訟の進行を妨げ、被告人をしかるべき罪
から逃れさせるものであり、したがって、厳打に対抗するものであるとして、弁護活動
が行われなくなった地方もあった」が、「中央レベルでも『「厳打」開始時に、弁護士を主
管するある責任者は、全国的な会議において、重罪の被告人の弁護を止めるよう求めた』」
という点、さらには、「刑事司法の担い手について」論じつつ、「検挙段階では警察や検察
のみならず、党・政府機関や軍隊」なども「参加した」うえ、「被告人の弁護士依頼権の
剥奪、裁判所の事前介入、共同事務処理、合同事件処理、死刑囚の市中引き回し・公開
処刑、拷問など」といった「現象もあった」とした点（同⑷、同上、2519－2518頁、2473頁、
2472頁)などは「検挙段階」における「軍隊」の「参加」の問題とともに、後述の「特別
弁護」等との関連でも重要であろう。
 　なお、同⑸では、「判決宣告大会など」、そして「公開勾留大会・判決宣告大会・公開処
刑」などが注目される（同⑸、同上、第57巻第６号、2007年３月、3009－3008頁、2988
－2987頁）。
 　以上には、筆者の前著以来の前々稿・前稿ならびに本稿での考察を現在の状況とむす
びつけていくうえで、きわめて重要な論点が網羅されている。
（62）中共中央文献研究室『関於建国以来党的若干歴史問題的決議注釈本（修訂）』（1985年
９月、人民出版社、以下『注釈本』と略称する）、392頁。
（63）《紅旗》社論「歴史的審判　人民的勝利」（《歴史的審判》編集組編『歴史的審判』、
1981年３月、群衆出版社、以下『審判』と略称する、164－168頁、原載は、『紅旗』1980
年23期）、166頁。
（64）〔対談〕原後山治・田中信行「四人組裁判の法律的諸問題－政治と法治の相克をめぐって」
（『中国研究月報』1981年５月号、以下『対談』と略称する）、１頁。
（65）同上、２－５頁、２－３頁、３－４頁、４－５頁。なお、『特別弁護』の「特別検察庁
および特別法廷成立前の林・江集団事件にたいする審査活動」（28－32頁）では、中央規
律検査委員会による審査や公安部による予審と最高人民検察院による捜査予審活動への
参加・監督などにふれている。とくに、鄧小平の「起訴状の内容は毛主席・周総理の誤
りに及ぶことはできない、この１点は特別に慎重を要する」との発言は注目される（32
頁）。
（66）『対談』、５－10頁、９頁。
（67）同上、10－12頁、11頁。
（68）同上、12－19頁、12－14頁。
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（69）同上、19－23頁。
（70）「鄧小平同志就当前国内外一些重要問題答美国記者問（摘録有関審判林彪、江青反革命
集団案的問題）」（『審判』、１－２頁、原載は、『人民日報』1980年11月24日）、１頁。
（71）「彭真同志在幹部会議上的講話」（1980年11月）、『審判』、３－９頁、６－８頁、７頁。
（72）『張友漁文選』下巻（1997年２月、法律出版社、以下、『張文選』下と略称する）所収の
「有関林彪、江青反革命集団案的幾個法律問題」（1980年12月16日）（69－88頁）。なお、「本
文は張友漁同志の中国人民政協全国委員会における講話である」（69頁）。
（73）同上、69－73頁、71頁。
（74）同上、71頁。
（75）同上。
（76）同上。
（77）同上、72－73頁。
（78）同上、73頁。
（79）同上、73－75頁、75頁。
（80）同上、75－79頁。
（81）同上、76頁。
（82）同上、77頁。
（83）「中華人民共和国刑法」第79条（1979年７月１日採択、1980年１月１日施行）（公安部
政策法律研究室編『公安法規彙編（1950－1979）』、1980年９月、群衆出版社、以下『公
安法規』と略称する）、17頁。
（84）『張文選』下、79－80頁。
（85）同上、80頁。
（86）同上、80－83頁、81頁。
（87）同上、81頁。
（88）同上、83頁、84頁。なおふたたび、辻康吾前掲『転換期の中国』によれば、「特別法廷」
（28－31頁）では、こう述べられている。すなわち、1980年「11月20日から12月29日まで
の審理は公開といわれながらも、国家、党の機密にわたることを理由に傍聴を許された
のは全国から選抜された特定の人々であり、テレビで放映されたのもさらにその一部に
すぎなかった。だがその限られた部分においても、この特別法廷が法的に極めて特殊な
ものであったことは明白であり、かろうじてニュールンベルク、極東軍事裁判に近いと
いうべきものであった。とりわけ開廷はるか以前の79年10月、欧州各国記者団と会見し
た華国鋒は、被告」人「は死刑にはなるまいと、司法の独立を全く忘れたような発言を
行い、人々を驚かせた」とする（29－30頁）。
 　さらに、「裁きの後」（32－35頁）では、「文革開始当初から毛主席の指示を実行したと
いう江青被告に対して、文革末期の74年になってからの『江青は私を代表しない』とい
う毛主席の言葉をもって、毛主席と江青被告の関係を断ち切った検察側。毛主席の指導
責任については一言も触れずに、文革中の “走資派批判” を、奪権闘争を『反革命行為』
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と断じた特別法廷の判決。連発された伝聞証拠。被告」人「は法によって裁かれたという。
それがいかなる法であったのかは、今後の中国にとって重い課題となっている」とする
（34－35頁）。
（89）『張文選』下、84－88頁、86頁。
 　他方、『人民中国』1981年５月号の「特集　林彪、江青反革命集団の裁判」（12－53頁）
もある。
 　そのうち、「解説　中国の裁判制度と特別法廷」（孫戦科、34－39頁）では、「公安、検
察、法院の関係」（34－35頁）、「刑事訴訟法の原則」（35－37頁）、「法廷の審判手順」（37
頁）にそれぞれふれたうえで、「刑の種類と量刑の根拠」（37－39頁）について説明する。
つまり、「10人の主犯に対する量刑は、1980年１月１日から発効した『中華人民共和国刑
法』にもとづいておこなわれた。ところで、10人の主犯の犯罪は、時期的にはいずれも
この『刑法』発効以前のものであるのに、従前からあった『反革命分子懲罰条例』にも
とづかず、後に施行された『刑法』にもとづいて量刑がおこなわれたのはなぜか。『刑法』
第９条は、本法の施行以前になされた行為であっても、本法が犯罪とみなさないものは
本法を適用するとともに、本法のほうが刑が軽い場合も本法を適用するとしている。す
なわち、新、旧法を比較して量刑の軽いほうをとるわけで、被告人に有利となっている
からである。たとえば、政府転覆・武装反乱罪については、もし従前の『反革命分子懲
罰条例』および1957年の『刑法草案』にもとづくならば、いずれも「死刑または無期懲役」
に該当する。だが、現『刑法』ではこの二つの罪は「無期懲役または10年以上の有期懲役」
に該当するとされている。したがって、現『刑法』にもとづいて量刑することが、被告
人にとって有利であるばかりでなく、法理にかなっており、また、国際的慣例ともなっ
ている」とする（37－38頁）。なお、「刑の執行と被告の今後」（39頁）がつづく。
 　ついで、「《法廷取材記者座談会》林彪・江青グループの裁判」（同上、12－33頁）では、
７人が出席して、「『溜飲が下がった』と町の声」（14－16頁）で、「民意判決」であって、
「『勝った者が負けた者』を裁く、というようなものではな」く、「封建ファシズムの権化
である江青」にたいして、「今回の判決で人民の仇恨が晴れ」たとする（15頁）。「そばで
見た被告たちの表情」（16－19頁）では、「江青の法廷での醜悪な演技はみもの」とされ（17
頁）、「いちばんむかむかしたのは、法廷弁論のときの江青の傲慢な態度」とされ、さらに、
「自分を逮捕して裁判にかける目的は、毛主席を冒とくするものだ」との江青発言までと
りあげられている（18頁）。一方、「毛主席は在世中に早くから江青のことを警告していた」
とされ、「文革」末期の「1974年末に『江青は野心を持っている。王洪文を委員長』」「に
し、自分は党の主席になろうとしている」「私が死んだらあの女は事をおこすにちがいな
い」などといい、「そもそも『四人組』という名も毛主席がそう呼んだ」とする（19頁）。「証
拠の録音でがっくり」（19－23頁）では、「1966年から70年までに江青のしゃべったことの
録音」で、「口にませて174人の人を、裏切り者、特務、反革命現行犯だときめつけている」
という（21頁）。「『誤まり』と『犯罪』は違う」（23－26頁）では、「江青の住居で押収し
た録音テープが二千以上あ」ったが、「法廷では証拠としてそのうち60個が提出されただ
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け」だったとする（24頁）。「証拠ひとつひとつを丹念に」（26－32頁）では、「公開裁判の
意義は大きい」が、「公開とはいっても、国の機密のわたることもあるので、この裁判に
は外国人記者を入れ」なかった（27頁）。また、張友漁も傍聴した（29頁の上の写真）が、
「外国の一部では、中国の裁判ははじめから有罪ときめているのではないかという人がい
た」とする。すなわち、「公安部門が捜査して予審を行ない、起訴すればそれで罪が決ま
る。すでに判決前から、新聞、ラジオも被告人を有罪扱いにしていた。つまり、はじめ
から有罪ときめつけている」と（29頁）。なお、「張春橋が黙秘を通し」たが（30頁）、「20
何年ぶりに、法廷に弁護人の姿が復活し」たというのは、あきらかに間違いであろう（30
－31頁）。「法治－新時代のスタート」（32－33頁）では、「文革」に「今回の裁判によって
正式に終止符をうった」という（33頁）。
（90）「張友漁同志就公審林彪、江青反革命集団案主犯答《北京日報》記者問」（1980年11月
14日）、『張文選』下、203－208頁、207頁。
（91）「張友漁同志就審判林、江反革命集団案的四個法律問題答新華社記者問」（1980年11月
21日）、同上、209－212頁、210－211頁。
 　ちなみに、高銘暄・趙秉志編『新中国刑法立法文献資料総覧（上冊）』（1998年２月、
中国人民公安大学出版社、以下『総覧上』と略称する、252－281頁）には、たとえば、「中
華人民共和国刑法草案（初稿）（第22次稿）」（全国人民代表大会常務委員会弁公庁印　
1957年６月28日）の「第99条　陰謀により政府を転覆させ、国家を分裂させた者は、死
刑または無期懲役に処」し、「第100条　武装部隊を率いて裏切るか、または防御地区・防
御線、軍事機密を敵に引き渡した者は、死刑、無期懲役または10年以上の有期懲役に処す」
とそれぞれ定められている（268頁）。
（92）「張友漁同志就審判林、江反革命集団案有関法律問題答新華社記者問」（1980年12月２
日）、『審判』、213－215頁、214頁。
（93）「王漢斌同志就有関審判林、江反革命集団案的幾個法律問題答新華社記者問」（1980年
12月10日）、『審判』、216－220頁、217頁、218頁。なおさらに、呉建璠・欧陽濤「論審判
林彪、江青反革命集団案的幾個法律問題」（『法学研究』1980年第６期、１－５頁）もある。
（94）陳家詠「謝富治逃不脱歴史的審判」（『審判』、463－471頁）、470頁、471頁。
（95）『十年史』（下）、18頁。
（96）同上、128頁。なお、厳家祺・高皋編著『中国「文革」十年史』下冊（1987年１月再版、
香港大公報社、535頁）により、引用文中の丸カッコ内を補足した。
（97）「中華人民共和国懲治反革命条例」（1951年２月20日、中央人民政府委員会第11回会議
承認）（『公安法規』）、96－99頁。ここでは、その「目的」が人民民主政権の転覆と人民
民主事業の破壊とされ（２条）、３条から８条と12条まで、すべて「死刑または無期懲役」
とされ、「反革命の目的」をもった行為が並ぶ９条から11条では、９条が「死刑または無
期懲役」で、10条と11条（さらには13条）もそれらを含んでいる。
（98）「中華人民共和国刑法」（1979年７月１日採択、1980年１月１日施行）（同上、４－33頁）、
18－21頁。そこでは、その「目的」はプロレタリアート独裁の政権と社会主義制度の転
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覆とされ（90条）、91条と92条で「陰謀」が処罰の対象とされ、91条から99条での最高刑
は無期懲役以下となり、また「反革命の目的」をもった行為が並ぶ100条から101条も無
期懲役以下となっているが、103条で、98条（反革命集団組織指導）・99条（封建的迷信
等利用）・102条（煽動行為）を除くすべてに「危害が特別に深刻で、情状が特別に悪劣
な場合」に死刑を判示できるとされる。
